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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 
平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

（2002年12月） （2003年12月） （2004年12月） （2005年12月） （2006年12月）

売上高（百万円） 299,662 334,710 286,687 309,979 338,875 

経常利益（百万円） 9,382 22,911 30,385 29,296 33,187 

当期純利益（百万円） 1,888 20,188 28,421 24,183 21,354 

純資産額（百万円) 62,637 87,907 110,971 140,935 158,667 

総資産額（百万円) 275,530 229,159 236,251 250,130 249,491 

１株当たり純資産額

（円） 
148.24 207.90 262.46 314.59 353.21 

１株当たり当期純利益

金額（円） 
4.78 47.75 67.14 55.49 47.68 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％) 22.7 38.4 47.0 56.4 63.4 

自己資本利益率（％） 3.2 26.8 28.6 19.2 14.3 

株価収益率（倍） 37.03 9.13 7.92 10.27 13.19 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

25,928 34,136 31,543 15,219 28,508 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△10,440 8,865 △5,443 △4,423 △12,295 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△20,692 △44,615 △32,521 △11,712 △14,070 

現金及び現金同等物の

期末残高 

（百万円） 

9,936 8,235 1,805 1,084 3,259 

従業員数（人） 11,001 7,823 7,618 7,676 7,273 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 
平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

（2002年12月） （2003年12月） （2004年12月） （2005年12月） （2006年12月）

売上高（百万円） 173,619 245,404 277,361 302,142 326,102 

経常利益（百万円） 7,294 17,868 27,618 27,364 30,649 

当期純利益（百万円） 1,060 17,065 27,502 21,217 19,136 

資本金（百万円） 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 

発行済株式総数(株) 423,095,930 423,095,930 423,095,930 448,461,242 448,461,242 

純資産額（百万円） 71,056 91,368 112,366 136,922 151,637 

総資産額（百万円） 228,825 226,208 233,847 239,731 232,661 

１株当たり純資産額

（円） 
168.01 216.08 265.76 305.63 338.62 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当

額)（円） 

－ 

（ －）

5.00 

（ －）

10.00 

(4.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

１株当たり当期純利益

金額（円） 
2.68 40.35 64.97 48.67 42.73 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 31.1 40.4 48.1 57.1 65.2 

自己資本利益率（％） 1.5 21.0 27.0 17.0 13.3 

株価収益率（倍） 66.04 10.81 8.19 11.71 14.72 

配当性向（％） － 12.4 15.4 20.5 23.4 

従業員数（人） 6,051 6,011 6,015 6,155 5,981 



２【沿革】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、内燃機関用燃料噴射装置および同付属部品の国産化を図る目的をも

ってドイツ国ロバート ボッシュ ゲーエムベーハーより特許実施権を取得し、東京自動車工業株式会社（現 いすゞ

自動車株式会社）および三菱重工業株式会社が中心となって当時のエンジンメーカーならびに関係会社等が株式引受

人となり設立されました。その後、今日までの主な変遷は下記のとおりであります。 

年月 沿革概要 

1939年７月  昭和14年７月  資本金６百万円で東京都麹町区（現 千代田区）に「ヂーゼル機器株式会社

（現 ボッシュ株式会社）」設立 

1940年５月  昭和15年５月  埼玉県比企郡松山町（現 東松山市）に松山工場（現 東松山第一工場（燃料噴

射装置工場））竣工、操業開始 

1941年10月  昭和16年10月  わが国最初の自動車用６気筒燃料噴射ポンプを完成・生産開始 

1951年９月  昭和26年９月  米国ベンディックス社と自動車用制動倍力装置に関する技術援助契約締結 

1953年１月  昭和28年１月  株式を東京証券取引所に上場 

1955年８月  昭和30年８月  自動車用制動倍力装置の製造部門を分離し、「自動車機器株式会社（旧 ボッシ

ュ ブレーキ システム株式会社、現在は当社に吸収合併）」を設立 

1958年７月  昭和33年７月  カークーラーを発売 

1960年９月  昭和35年９月  カーヒーターを発売 

1961年10月  昭和36年10月  株式を大阪証券取引所市場第一部に上場 

1963年４月  昭和38年４月  本社ビル完成に伴ない東京都渋谷区に本店移転 

1965年４月  昭和40年４月  埼玉県狭山市に狭山工場（ノズルホルダ工場）を完成 

1967年４月  昭和42年４月  リヒートエアミックス式カーエアコン生産開始 

1970年７月  昭和45年７月  埼玉県大里郡江南村（現 江南町）に江南工場（車両用空調機器工場）を完成 

1973年12月  昭和48年12月  事業目的として「空調機器・油圧機器・電子機器の製造販売修理」を追加 

1975年７月  昭和50年７月  市販部門を独立させ「ヂーゼル機器販売株式会社（旧 株式会社ゼクセル興産、

現在は当社に吸収合併）」を設立 

1976年７月  昭和51年７月  ロバートボッシュゲーエムベーハーと分配型燃料噴射ポンプ（ＶＥ型）に関す

る技術援助契約締結 

1977年２月  昭和52年２月  ロバートボッシュゲーエムベーハーと空調用ベーンタイプ圧縮機に関する技術

援助契約締結 

1982年10月  昭和57年10月  埼玉県大里郡寄居町に寄居工場（ノズル工場）を完成 

1989年４月  平成元年４月  埼玉県大里郡江南町に研修センターを完成 

  平成元年４月  米国グリーソン社とトルセン事業買収契約締結 

  平成元年６月  米国のディーケーグリーソンインク（現 ＲＢＡＪホールディングインク）とベ

ルギーのディーケーグリーソンエスエー（後の ゼクセルトルセンエスエー）を

取得 

1990年７月  平成２年７月  株式会社ゼクセルに商号変更 

  平成２年７月  群馬県富岡市に富岡工場（電子機器専門工場）を完成 

  平成２年９月  東京都豊島区に本店移転 

1992年４月  平成４年４月  株式会社ゼクセル販売（旧 株式会社ゼクセル興産、現在は当社に吸収合併）

より営業の一部を譲り受け 

  平成４年10月  ロバートボッシュゲーエムベーハーとエアバッグおよびシートベルトテンショ

ナーの開発・製造・販売を事業目的とする合弁会社「アスコ株式会社（旧 ボッ

シュ エレクトロニクス株式会社、現在は当社に吸収合併）」を設立 

1993年６月  平成５年６月  群馬県新田郡尾島町（現 太田市）に尾島工場（現 太田工場（燃料噴射装置

工場））を完成 

  平成５年11月  本社ビル完成に伴ない東京都渋谷区に本店移転 

1997年８月  平成９年８月  ロバートボッシュゲーエムベーハーが第１位の株主となる。 

1998年12月  平成10年12月  ロバートボッシュコーポレーションが第１位の株主となる。 

1999年４月  平成11年４月  ボッシュグループを割当先とした第三者割当による新株式を発行し、ロバート

ボッシュゲーエムベーハーが第１位の株主となり親会社となる。 

  平成11年10月  ボッシュ ブレーキ システム株式会社の親会社となる。 

 



年月 沿革概要 

2000年３月  平成12年３月  車両用空調機器事業を株式会社玉製作所（現 株式会社ヴァレオサーマルシステ

ムズ）に譲渡 

  平成12年７月  株式会社ボッシュ オートモーティブ システムに商号変更 

2001年１月  平成13年１月  ボッシュ株式会社（現在は当社に吸収合併）よりガソリン噴射、トランスミッ

ション等の事業を譲受 

  平成13年１月  市販機能の一部をボッシュ株式会社へ譲渡 

  平成13年８月 ロバートボッシュゲーエムベーハーを割当先とした第三者割当増資による新株

式を発行 

  平成13年８月 ボッシュ エレクトロニクス株式会社の親会社となる。 

  平成13年９月  株式会社ボッシュ リアルエステートジャパンの親会社となる。 

2002年１月  平成14年１月  株式会社ゼクセルエスイー尾島および株式会社ゼクセル興産を吸収合併 

  平成14年７月  ボッシュ ブレーキ システム株式会社およびボッシュ エレクトロニクス株式会

社を吸収合併 

2003年８月  平成15年８月 トルセン事業ならびに株式会社ゼクセルトルセンおよびゼクセルベルギーホー

ルディングエスエイの株式を豊田工機株式会社に譲渡 

  平成15年９月  株式会社大阪証券取引所への株式上場を廃止 

  平成15年12月 株式会社ゼクセル ヴァレオ クライメート コントロール（現 株式会社ヴァレ

オサーマルシステムズ）の発行済株式総数の10％をヴァレオ・クリマッティゼ

ーションに譲渡したため、株式会社ゼクセル ヴァレオ クライメート コントロ

ールは連結対象子会社から持分法適用関連会社に変更となる。 

  平成15年12月  ロバートボッシュインベストメントネーデルランドビーブイが第１位の株主と

なる。 

2005年７月  平成17年７月  当社を存続会社としてボッシュ株式会社を吸収合併し、同時に商号をボッシュ

株式会社に変更  



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ボッシュ株式会社）、親会社、子会社12社及び関連会社５

社により構成されており、主な事業は、自動車部品の製造・販売であります。 

 当社グループの事業形態は、主として当社が各自動車部品及びその他の部品の製造・販売・サービスを行い、子

会社がその構成部品を製造し、又販売・サービスの補完的役割を担当しております。一方海外でも、各自動車部品

の製造・販売・サービス活動を行なっております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の４部門について当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載

しております。 

 （注） ㈱ボッシュビジネスサービスジャパン及び㈱味彩は、平成18年12月末に営業を停止し、平成19年３月に清算

結了いたしました。 

区分 主要製品内容 主要な会社 

自動車部

品事業 

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業 

当社、親会社、㈱東京鋳造所、群馬精機㈱、㈱フジアイタック、㈱エフエイニイ

ガタ、ボッシュオートモーティブタイランドカンパニーリミテッド、㈱斗源精

工、その他国内２社、その他国外１社 

（会社総数11社） 

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業 

当社、親会社、㈱テクノス、関東精圧工業㈱、ボッシュオートモーティブタイラ

ンドカンパニーリミテッド 

（会社総数５社） 

自動車用エレクトロニ

クスおよびパワートレ

イン関連事業 

当社、親会社 

（会社総数２社） 

その他の事業 当社、親会社、㈱東京鋳造所、群馬精機㈱、㈱フジアイタック、クノールブレム

ゼ商用車システムジャパン㈱、ボッシュエンジニアリングサービス㈱ 

自動車部

品事業以

外 （会社総数７社） 

関連事業 

グループ内の福利厚生

業務不動産関連業務他 

㈱ボッシュビジネスサービスジャパン、㈱ボッシュリアルエステートジャパン、

㈱味彩、ＲＢＡＪホールディングインク 

（会社総数４社） 



[事業系統図]  

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  注３ ㈱ボッシュビジネスサービスジャパン及び㈱味彩は、平成18年12月末に営業を停止し、平成19年３月に清算

結了いたしました。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所
有(又は被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

(親会社)      

ロバートボッシュゲーエムベ

ーハー 

ドイツ連邦共

和国 

シュトゥット

ガルト市 

百万ＥＵＲ 

1,200 

自動車機器及び電気電

子機器等の設計、製造

販売 

(被所有) 

59.2 

(59.2) 

当社からの自動車部品の供給 

当社への自動車部品の供給 

技術援助契約の締結 

(連結子会社)      

群馬精機㈱ 
群馬県 

 高崎市 
499 

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業 

その他 

100 
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。 

㈱フジアイタック 

群馬県 

 邑楽郡 

 邑楽町 

100 

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業 

その他 

100 
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。 

㈱エフエイニイガタ 

新潟県 

 三島郡 

 出雲崎町 

95 

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業 

100 

(100) 

関連する事業の製品の一部を製造し

ている。 

㈱東京鋳造所 
東京都 

 渋谷区 
100 

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業 

その他 

100 
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。 

ＲＢＡＪホールディングイン

ク 

アメリカ合衆国 

ニューヨーク州 

千ＵＳ＄ 

20 
その他 100 アメリカ合衆国内の不動産の管理 

㈱ボッシュビジネスサービス

ジャパン 

埼玉県 

 東松山市 
80 その他 100 

当社グループ企業へ事務代行等のサ

ービスをしている。 

㈱味彩 
埼玉県 

 東松山市 
40 その他 100 

当社グループ企業へ飲食等のサービ

スをしている。 

㈱ボッシュリアルエステート

ジャパン 

東京都 

 渋谷区 
100 その他 100 

不動産の賃貸事業を行なっている。 

当社に対し建物を貸与している。 

㈱テクノス 
長野県 

 佐久市 
80 

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業 
100 

自動車用倍力装置の一部を製造して

いる。 

関東精圧工業㈱ 
埼玉県 

 本庄市 
36 

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業 
66.7 

自動車用倍力装置の一部を製造して

いる。 

ボッシュオートモーティブタ

イランドカンパニーリミテッ

ド 

タイ王国 

ラヨン県 

千ＴＨＢ 

267,500 

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業 

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業 

87.9 
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。 

 



 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業区分の名称を記載しております。 

２．議決権の所有(又は被所有)割合の（ ）内は、間接所有(又は被所有)割合で内数であります。 

３．特定子会社に該当する関係会社はありません。 

４．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している関係会社はありません。 

５．㈱ボッシュビジネスサービスジャパン及び㈱味彩は、平成18年12月末に営業を停止し、平成19年３月に清算

結了いたしました。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所
有(又は被
所有)割合 
（％） 

関係内容 

(持分法適用関連会社)      

㈱斗源精工 

大韓民国 

 ソウル 

 特別市 

億ＫＲＷ 

79 

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業 

20.0 
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。 

クノールブレムゼ商用車シス

テムジャパン㈱ 

東京都 

 豊島区 
390 その他 20.0 

関連する事業の製品を製造・販売し

ている。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含んでおります。）であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

１．各グループ会社の労働組合は、「日本労働組合総連合会ＪＡＭ埼玉」他にそれぞれ加盟し、提出会社の労働組

合は、ボッシュ労働組合連合会と称し、「日本労働組合総連合会ＪＡＭ埼玉」に加盟しております。 

２．提出会社の労使関係は、相互信頼を基調として安定しており、平成18年12月31日現在の組合員数は5,063人で

あります。 

３．その他特記事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

事業の部門等の名称 従業員数（人） 

ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業 3,472 

乗用車用ブレーキシステム関連事業 2,034 

自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業  448 

その他 778 

全社（共通） 541 

合計 7,273 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

5,981 41.3 18.0 6,764,734 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油や原材料の価格高騰もありましたが、総じて企業業績の拡大に伴う設

備投資の増加などにより、景気は引き続き緩やかな回復傾向を示しました。一方海外では、米国景気が減速し始めた

ものの、アジアでは引き続き中国等で景気が拡大し、またヨーロッパでも景気は回復傾向を示しました。 

 自動車業界においては、国内の自動車販売は、ガソリン価格の高騰などもあり、軽自動車の販売は好調でしたが、

登録車は大幅な落ち込みとなりました。一方輸出は、北米向けを中心に大幅に増加しました。 

 このような状況の中で、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は「Ｎｏ．1を目指し、顧客のグ

ローバル成長のため、不可欠のパートナーとなる」というビジョンの下、引き続き、環境に優しく、自動車の安全に

寄与する新技術の開発と製品の拡販およびアセアン地域や軽自動車市場での新規受注獲得に注力してまいりました。

また、受注活動と平行して、ディーゼルエンジン用燃料噴射システムが地球温暖化防止や省燃費に役立つことや横滑

り防止装置（ＥＳＣ）が交通事故低減に大いに寄与することについてのプロモーション活動も積極的に行ってまいり

ました。 

 その効果もあり、日本国内における“ディーゼル車”に対するイメージも変わりつつあり、国内の自動車メーカー

でもディーゼルエンジンを搭載した乗用車を販売すべく、ディーゼル車の開発に着手した旨の報道がなされました。

 経営効率の面では、2005年の旧ボッシュ株式会社との合併に伴う経営資源の集約による業務の効率化を引き続き推

進するとともに、間接業務効率化の更なる見直しにも着手いたしました。また、遊休不動産の売却や生産施設の集約

化も図ってまいりました。 

 一方、社会のＣＳＲ（企業の社会的責任）やコーポレート・ガバナンス（企業統治）への関心が高まる中、内部統

制の重要性を再認識し、当社の問題点を洗い出し、内部統制システム構築に関する基本方針を制定するとともに、そ

の推進を図る目的で内部統制室を新設いたしました。 

 また、2004年から、社会・環境に関する当社の活動を「社会環境報告書」により報告してまいりましたが、企業の

社会的責任をより強く認識し、2006年からは「ＣＳＲ報告書」として内容の充実を図りました。これらにより社内体

制の整備を進め、会社の透明性を確保し、社会から信頼される企業となるべく、努力をしてまいりました。 

 環境面では、東松山第二工場の土壌改良などを積極的に推進してまいりました。 

 事業部門ごとの業績は、以下のとおりであります。 

 ①ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業 

 従来型製品の販売低下に加え、新型のコモンレールシステムの販売が伸び悩みましたので、当事業の売上高は

1,397億77百万円（前年同期比6.4％減）となりました。 

 ②乗用車用ブレーキシステム関連事業 

 バキュームブースターなどのアクチュエーション製品の販売は前年並みでしたが、ＡＢＳやＥＳＣなどのモジュ

レーション製品の販売が好調でしたので、当事業の売上高は850億67百万円（同18.9％増）となりました。  

 ③自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業 

 トランスミッションコントロールシステムの販売は減少しましたが、省燃費のニーズにより無段変速機（ＣＶ

Ｔ）用金属ベルトや電子制御式ガソリン噴射システムのインジェクタの販売が好調でしたので、当事業の売上高は

616億８百万円（同15.1％増）となりました。  

 ④その他の事業 

 2005年７月の旧ボッシュ株式会社との合併によりオートモーティブアフターマーケット事業や電動工具事業など

が新たに加わりましたので、当事業の売上高は524億22百万円（同47.2％増）となりました。  

 業績に関しましては、当社グループの売上高は、3,388億75百万円（同9.3％増）となりました。経常利益は331億

87百万円（同13.3％増）となりました。特別損益につきましては、固定資産売却益や有価証券売却益がありましたも

のの、環境対策引当金や減損損失の計上などがあり、前期比で19億55百万円の減少となりました。当期純利益につき

ましては、前期で認識した新規繰延税金資産の影響がなくなり、税金費用負担が増えたため、213億54百万円（同

11.7％減）となりました。 



 なお、事業の種類別セグメント情報につきましては記載を省略しているため、事業部門別に記載をしております。

また、所在地別セグメント情報につきましては、当連結会計年度における本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメ

ントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略

しております。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ21億75百万円

増加し、当連結会計年度末には32億59百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、285億８百万円（前年同期比87.3％増）となりました。これは、主に税金等調整

前当期純利益の増加等を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、122億95百万円（同178.0％増）となりました。これは、主に有形固定資産取得の

ための支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、140億70百万円（同20.0％増）となりました。これは、主に借入金の返済、配当

金の支払等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 自動車・その他のメーカーへの納入については、各納入先より生産計画の提示を受け、当社の生産能力、過去の

販売実績、将来の予測等を勘案して生産計画を立て、見込生産を行っております。市販製品についても、見込・受

注状況を参考にして生産計画を立て、見込生産を行っております。従って、この欄に記載すべき該当事項はありま

せん。 

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

ディーゼルエンジン用燃料噴射シス

テム関連事業（百万円） 
139,604 △6.7 

乗用車用ブレーキシステム関連事業

（百万円） 
85,570 19.2 

自動車用エレクトロニクスおよびパワ

ートレイン関連事業（百万円） 
10,841 △0.6 

その他（百万円） 13,295 △10.3 

合計（百万円） 249,312 0.9 

事業区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

ディーゼルエンジン用燃料噴射シス

テム関連事業（百万円） 
139,777 △6.4 

乗用車用ブレーキシステム関連事業

（百万円） 
85,067 18.9 

自動車用エレクトロニクスおよびパワ

ートレイン関連事業（百万円） 
61,608 15.1 

その他（百万円） 52,422 47.2 

合計（百万円） 338,875 9.3 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日産自動車㈱ 31,097 10.0 25,885 7.6 



３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、日本経済は引き続き、緩やかな回復基調で推移すると思われますが、米国景気の減

速、原油価格や原材料価格の高止まり、所得税減税の廃止や社会保険料の引き上げなど、予断を許さない状況でありま

す。 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の主力事業分野である自動車部品業界では、日本の自動車メーカ

ーの海外生産が拡大するのに伴い、グローバルレベルでの品質・コスト競争が続くとともに、環境、安全、低燃費をテ

ーマとした新製品開発競争がさらに激化するものと思われます。 

 このような見通しの中、当社グループは、ボッシュグループの発展に向けて重要な役割を果たすため、「Ｎｏ.１を

目指し、顧客のグローバル成長のため不可欠のパートナーになる」というビジョンの下、日本のお客様の国内事業だけ

ではなく海外事業においても重要なビジネスパートナーとなるべく、積極的に活動を展開してまいります。このため、

品質、コスト、仕様などのお客様のニーズに迅速に対応し、また環境保護、安全性、省燃費などの市場のニーズに応

え、品質面を含めたトータルコストにおいて競争力のある製品を投入し、業績の一層の向上を目指すとともに、お客様

や社会から信頼される企業文化を創造し、企業価値の更なる向上を目指す所存であります。 

 その主な活動方針として、「市場と製品」に関しては、長期ターゲットに向けての成長を目指して、プロジェクト獲

得率の向上や「グローバル・プラットフォーム」への挑戦のための営業力の強化を図ってまいります。また、タイの子

会社を中心とした営業体制の構築やタイでの現地生産の強化などアセアン市場における基盤強化を図ってまいります。

さらに、次世代コモンレールシステム、排ガス後処理装置、車両運動統合制御（ＶＤＭ）や先進統合安全システム（Ｃ

ＡＰＳ）などの革新的な製品の販売を促進してまいります。 

 「ビジネスプロセス」に関しては、製品の拡販のために、ボッシュグループにおける応用技術・生産企画のセンター

としての機能を拡充するとともに、全世界のボッシュグループの品質面におけるリーダーとして、お客様に満足いただ

ける品質の実現を図ってまいります。また、お客様のニーズに合わせたビジネスプロセスを確立し、お客様対応のスピ

ードアップを図ってまいります。 

 「従業員」に関しては、お客様第一という姿勢を従業員一人一人に徹底してまいります。また、事業規模に合わせた

組織の再構築による組織の強化、グローバルに通用する人材（財）の育成、現場での改善活動ならびに技能伝承の推進

も同時に行ってまいります。 

 「マネージメント」に関しては、環境問題対応や内部統制の整備などのＣＳＲ活動をより一層推進してまいります。

また、在庫を削減するためにボッシュプロダクションシステムを推進するとともに、アジアネットワークの構築・活用

や生産性のアップにより競争力のあるトータルコストを実現してまいります。 

 これらの方針に基づき、積極的に粘り強く様々な活動に取り組んでまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 市場環境の変化 

 当社グループの自動車関連事業は、当社グループが得意先に製品を販売している国又は地域の自動車の需要変動の影

響を受けます。従いまして、日本・北米・アジア・欧州における景気の後退は、自動車業界におきましても需要の低下

につながり、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。 

(2) 親会社との関係 

 ロバート ボッシュ ゲーエムベーハーは、間接保有により当社の議決権の59.2％を保有する親会社であり、主要な製

品の特許実施権を当社に供与しています。 

 当社は、「第５ 経理状況 関連当事者との取引」にもありますように、同社に製品を納入し、同社から製品、部品

を購入しております。また、同社に短期資金を貸付けております。 

 ボッシュグループの事業環境の変化は、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 為替相場の変動 

 当社グループの事業には海外における製品の生産と販売、部品・原材料の輸入等の取引が含まれております。ボッシ

ュグループ内の取引については、各社の売掛金及び買掛金を相殺処理するネッテイングにより短期決済を行っておりま

す。今後の為替相場の変動によっては当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 災害等による影響 

 当社グループは、製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するため、すべての設備における定期的な

点検を行っております。しかし、予想を越える規模の地震その他の天災により操業に影響するような事象が発生した場

合、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 退職給付債務 

 当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率

に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は

蓄積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用及び計上される債務

に影響を及ぼします。 

(6) 品質 

 当社グループは世界的に認められた品質管理基準に従って各種の製品を製造しております。しかし、全ての製品につ

いて欠陥が無く、将来においてリコールが発生しないという保証はありません。欠陥の内容によっては多額の費用が発

生し、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 研究開発活動 

 当社グループは、安全・クリーン・経済性をテーマとする新技術の開発に取り組んでおります。しかしながら、予測

を超えた環境の変化や市場の変化により、市場ニーズに合う新製品を開発できない場合、当社グループの財政状態及び

業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

外国との技術導入契約の概要 

契約会社 相手先 国名 契約品目 契約内容 契約期間 
対価の支払
又は受取 

提出会社 

ロバート ボッシ

ュ ゲーエムベー

ハー 

ドイツ 

列型および分配型デ

ィーゼル燃料噴射ポ

ンプならびに燃料噴

射電子制御装置 

特許実施権の供与

技術情報の提供 

自 平成５年11月24日 

至 平成19年12月31日 

当社売上高

の一定割合 

(当社支払) 

高圧分配型ディーゼ

ル燃料噴射ポンプ 
同上 

自 平成８年４月１日 

至 平成19年12月31日 
同上 

コモンレール方式デ

ィーゼル燃料噴射ポ

ンプシステム 

同上 
自 平成11年７月20日 

至 平成20年12月31日 
同上 

第二世代型コモンレ

ール方式ディーゼル

燃料噴射ポンプシス

テム 

同上 
自 平成13年９月１日 

至 平成20年12月31日 
同上 

自動車用ＡＢＳ、横

滑り防止装置、制動

倍力装置およびディ

スクブレーキ  

同上 
自 平成15年１月１日 

至 平成19年12月31日 
同上 

次世代型自動車用Ａ

ＢＳおよび横滑り防

止装置 

同上 
自 平成16年１月13日 

至 平成24年12月31日 
同上 

自動車用エアバッグ

およびシートベルト

テンショナー電子制

御装置 

同上 
自 昭和62年11月12日 

至 平成19年６月30日 
同上 

自動車用トランスミ

ッション油圧制御部

品および電子制御装

置 

同上 
自 平成12年９月７日 

至 平成21年６月30日 
同上 

ロバート ボッシ

ュコーポレーシ

ョン 

米国 

自動車用真空倍力装

置およびカートリッ

ジマスターシリンダ

ー 

特許実施権の供与

技術情報の提供 

（クロスライセン

ス） 

自 平成15年１月１日 

至 平成19年12月31日 

先方売上高

の一定割合 

(当社受取) 

ロバート ボッシ

ュ ゲーエムベー

ハーおよびロバ

ート ボッシュコ

ーポレーション 

ドイツ 

米国 

自動車用真空倍力装

置およびマスターシ

リンダー 

同上 
自 平成17年５月16日 

至 平成21年12月31日 

なし 

（クロスラ

イセンス） 



６【研究開発活動】 

 当社グループは、ボッシュ・グループの世界レベルで活動できる技術力を活用して、人々の生活を豊かに発展させる

ことを目指すとともに、次世代製品の開発から製品技術に至るまで、積極的な研究開発活動を行っております。  

 当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、29億89百万円であります。  

 当連結会計年度における各事業区分ごとの研究課題及び研究開発費は、次のとおりであります。  

(1)ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業 

 主に当社及びドイツのボッシュ社が中心となって、研究開発活動を行っております。 

 各々、得意分野を分担して効率的に開発を行い、世界中どこでも同じものを供給できる体制をとっております。  

 乗用車向けに、欧州で発売された高性能のピエゾ式インジェクターの日本への導入に着手しました。また、次期排気

ガス規制に対応するために、乗用車及び商用車向けに、さらに高圧なコモンレール・システムの開発を進めておりま

す。 

 これからのディーゼルエンジンに欠かせない排気ガスの後処理技術であるディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ）や選

択還元型ＮＯＸ触媒（ＳＣＲ）などの開発に注力しており、選択還元型触媒用尿素水噴射装置（SCR用DXTRONIC-1）を

市場に展開しております。また、ジメチルエーテル（ＤＭＥ）などの代替燃料に対応する燃料噴射装置の研究も行って

おります。 

 当事業に係る研究開発費は15億52百万円であります。  

(2)乗用車用ブレーキシステム関連事業 

 ①モジュレーション部門  

 モジュレーション部門では以下の開発を行っております。 

ａ．ＡＢＳ、ＴＣＳ(Traction Control System)及び横滑り防止装置（ＥＳＣ）の更なる小型、軽量、低コストを目

指した新世代システムの開発 

ｂ．車両適用の工数削減を図るため、ＡＢＳ、ＴＣＳと横滑り防止装置（ＥＳＣ）とのモジュラー化及びスケーラブ

ル化の開発 

ｃ．モジュレーション技術を応用して更なる快適性を追求した高性能クルーズコントロール（ＡＣＣ）対応の中高速

用並びに低速用自動車両減速度制御機能（ＥＣＤ）や坂道発進補助機能（ＨＨＣ）、安全性をより高める各種ブレー

キブーストサポート機能の開発 

ｄ．他のシステムとの連動協調によるＶＤＭ(Vehicle Dynamic Management)システムの開発 

ｅ．ドライバーアシスタンス・システムおよび先進統合安全システム（ＣＡＰＳ：Combined Active and Passive  

safety System）に関して先進安全技術の分野で世界をリードしている日本のカーメーカーのニーズに対応するた

め、2006年夏にＤＡ＆ＣＡＰＳ部門を設立 

ｆ．ハイブリッドカー等の回生協調ブレーキ機能の開発 

ｇ．モーター・サイクル用ＡＢＳの開発 

 ②アクチュエーション部門  

 小型、軽量、低コストを目指した次世代ブースター＆マスターシリンダーを開発完了し、車両適用を逐次拡大中で

す。スルーボルトバキュームブースターの開発を完了、量産を開始しました。海外との連携も強化しつつあり、欧州、

北米、中国、アジア圏とより緊密な支援活動を開始しています。また、ブレーキフィール改善の研究結果をふまえた次

世代商品を開発中です。 

 当事業に係る研究開発費は９億98百万円であります。  

(3)自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業 

 主に当社が中心となり、研究開発活動を行っております。 

 当事業に係る研究開発費は、４億38百万円であります。  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成に当たりまして、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債および収益・費用の

報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者はこれらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理

的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 当社グループの連結財務諸表で採用する会計方針は、「第５経理の状況 １．連結財務諸表」の「連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表作成における重要

な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。 

① 製品保証引当金 

 製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の見込を加味して、翌期以降保証期間内の費用見

積額を計上しております。したがって、実際の製品保証費は見積りと異なる場合があり、将来の業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

② 退職給付引当金 

 当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。

これらの前提条件には、割引率、利息費用、年金資産の期待収益率、死亡率等の多くの見積りが存在します。このた

め、実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則

的に認識されるため、一般的には将来の退職給付費用及び債務に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 繰延税金資産 

 当社グループでは、繰延税金資産について、回収可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当金を控

除し、純額を計上しています。評価性引当金は、将来の課税所得およびタックスプランニング等を勘案し算定してお

り、繰延税金資産の全部または一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整

額を費用として計上します。また、繰延税金資産の計上金額を上回る繰延税金資産を将来回収できると判断した場合、

繰延税金資産への調整により当該判断を行った期間に利益を増加させることになります。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①財政状態の分析 

（資産） 

 当連結会計年度末における資産の残高は2,494億91百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億38百万円減少しまし

た。これは従来より行っている資産圧縮活動を引き続き進めた結果であります。 

 (負債) 

 当連結会計年度末における負債の残高は908億23百万円となり、前連結会計年度末に比べ180億84百万円減少しまし

た。これは有利子負債93億87百万円を削減したことが主な要因であります。 

 (純資産) 

 当連結会計年度末における純資産の残高は1,586億67百万円となり、前連結会計年度末資本残高及び少数株主持分残

高に比べ174億47百万円増加しました。これは当期純利益による利益剰余金213億54百万円の増加と配当金の支払による

44億78百万円の減少が主な要因であります。 



②キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ21億75百万円増加し、32億59百万円とな

りました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が19億34百万円増加し、また、前連結会計年度にお

ける退職給付引当金の取り崩し156億21百万円などがなくなり、前連結会計年度より132億89百万円増加し、285億８百

万円となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ、貸付による支出が103億19百万円減少しましたが、

関係会社株式の売却による収入155億63百万円がなくなり、その結果78億71百万円減少し、122億95百万円の支出となり

ました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金、長期借入金の返済により、前連結会計年度より支出額が23億57

百万円増加し、140億70百万円の支出となりました。 

③経営成績の分析 

 当連結会計年度における売上高は、3,388億75百万円(前年同期比9.3％増)となりました。これは乗用車用ブレーキ関

連製品の販売の増加に加え、2005年７月にボッシュ株式会社との合併により事業領域が拡大したことによるものであり

ます。一方、利益面におきましては、営業利益は売上高の増加に伴って増加し、326億31百万円(同17.4％増)となりま

した。 

 営業外損益においては、前連結会計年度に対して、受取配当金が６億44百万円減少し、有利子負債の削減により支払

利息が22百万円減少しました。その結果、経常利益は331億87百万円(同13.3％増)となりました。特別損益において

は、固定資産売却益や有価証券売却益がありましたものの、環境対策引当金や減損損失の計上などがありました。その

結果、税金等調整前当期純利益は335億50百万円(同6.1％増)となりました。 

 また、前連結会計年度に認識した新規繰延税金資産の影響がなくなり、税金費用負担が45億91百万円増加しましたの

で、当期純利益は213億54百万円(同11.7％減)となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、急速な技術革新や販売競争の激化に対処するため、主にディーゼルエンジン用燃料噴射システム

関連事業を中心に100億49百万円の設備投資を実施しました。 

 ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業においては、ディーゼルエンジン用燃料噴射装置の生産設備等のた

め、当社東松山第一工場を中心に47億33百万円の設備投資を実施しました。 

 乗用車用ブレーキシステム関連事業においては、生産設備の拡充及び生産の合理化等のため、当社むさし工場を中心

に26億89百万円の設備投資を実施しました。  

 自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業においては、新規製品立上げ、生産効率化及び品質向上の

ため、当社富岡工場を中心に18億64百万円の設備投資を実施しました。 

 また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。  



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

平成18年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
(百万円) 

合計 
（百万円） 

東松山第一工場 

(埼玉県東松山市) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射装置

等生産設備 

4,545 13,792 
277 

(193,103)
1,277 19,892 2,213 

寄居工場 

(埼玉県大里郡寄居町) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射装置

等生産設備 

1,142 3,823 
2,109 

(97,052)
111 7,186 458 

富岡工場 

(群馬県富岡市) 

自動車用エレ

クトロニクス

およびパワー

トレイン関連

事業 

自動車用エレ

クトロニクス

およびパワー

トレイン等生

産設備 

1,647 3,450 
1,667 

(92,887)
623 7,389 509 

太田工場 

(群馬県太田市) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射装置

等生産設備 

2,835 1,610 
1,415 

(72,881)
44 5,905 424 

東松山第二工場 

(埼玉県東松山市) 

乗用車用ブレ

ーキシステム

関連事業 

その他 

ブレーキ倍力

装置等 

生産設備 

494 992 
150 

(52,300)
49 1,686 557 

むさし工場 

(埼玉県比企郡滑川町) 

乗用車用ブレ

ーキシステム

関連事業 

その他 

ブレーキ倍力

装置等 

生産設備 

2,062 1,416 
1,683 

(109,104)
371 5,533 355 

栃木工場 

(栃木県那須塩原市) 

乗用車用ブレ

ーキシステム

関連事業 

ABS生産設備 1,699 2,724 
1,780 

(125,022)
401 6,605 355 

女満別テストコース 

(北海道網走郡大空町) 

乗用車用ブレ

ーキシステム

関連事業 

テストコース 1,323 8 
346 

(308,179)
37 1,716 37 

研修センター 

(埼玉県大里郡江南町) 
その他 福利施設等 369 3 

100 

(21,282)
34 508 5 

本社 

(東京都渋谷区) 
全社統括業務 ── 3,456 31 

703 

(1,357)
441 4,632 360 

志木事務所 

(埼玉県新座市) 
その他 関連事業等 1,049 0 

217 

(3,025)
17 1,284 112 

横浜事務所 

(神奈川県横浜市都筑区) 
その他 

研究開発設備

等 
1,712 57 

2,820 

(9,756)
509 5,099 435 



(2）国内子会社 

平成18年12月31日現在 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

㈱東京鋳

造所 

川本工場 

(埼玉県深谷市) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

その他 

鋳造設備 他 873 272 
820 

(13,995)
12 1,979 89 

群馬工場 

(群馬県高崎市) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

その他 

鋳造設備 他 216 308 
137 

(13,225)
21 684 91 

群馬精機

㈱ 

本社工場 

(群馬県高崎市) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射装置

等生産設備 

439 522 
74 

(12,926)
26 1,063 166 

高山工場 

(群馬県吾妻郡 

高山村) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射装置

等生産設備 

401 158 
322 

(22,262)
6 888 53 

㈱フジア

イタック 

本社工場 

(群馬県邑楽郡 

邑楽町) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射装置

等生産設備 

357 378 
61 

(10,256)
22 819 105 

美里工場 

(埼玉県児玉郡 

美里町) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射装置

等生産設備 

220 357 
101 

(20,551)
15 694 105 

関東精圧

工業㈱ 

本社工場 

(埼玉県本庄市) 

乗用車用ブレ

ーキシステム

関連事業 

ブレーキ倍力

装置等 

生産設備 

294 160 
113 

(21,319)
14 583 46 



(3）在外子会社 

平成18年12月31日現在 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は

含まれておりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．提出会社の横浜事務所の建物及び土地は㈱ボッシュリアルエステートジャパン（連結子会社）より賃借して

おります。  

４．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

提出会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 設備投資計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定にあたっては、提出会社を中心に調

整を図っております。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

 （注）１．上記計画完成後の生産能力は、平成18年12月末に比べ、若干増加する予定です。 

    ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．上記計画については、平成18年３月31日提出の有価証券報告書における計画をその後に見直しを行いました

ので、変更後の金額を記載しております。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

ボッシュ

オートモ

ーティブ

タイラン

ドカンパ

ニーリミ

テッド 

本社工場 

(タイ王国 

ラヨン県) 

ディーゼルエ

ンジン用 

燃料噴射シス

テム関連事業

及び 

乗用車用ブレ

ーキシステム

関連事業 

自動車用部品

生産設備 
496 1,412 

121 

(32,000)
280 2,311 391 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容 
従業員数
（人） 

年間リース料 
（百万円） 

東松山第一工場 

(埼玉県東松山市) 

ディーゼルエンジ

ン用燃料噴射シス

テム関連事業 

ディーゼルエンジン用燃料噴

射装置等生産設備（機械・金

型） 

2,213 553 

会社名事業所名 所在地 
事業部門の名
称 

設備の内容 
予算内容 
(百万円) 

既支払額 
（百万円）

資金調達方法 着手 完了 

当社東松山第一

工場 

埼玉県 

東松山市 

ディーゼルエン

ジン用 

燃料噴射システ

ム関連事業 

新型燃料噴射装置生

産設備 
7,100 1,829 自己資金 平成18年１月 平成21年12月 

当社栃木工場 

栃木県 

那須塩原

市 

乗用車用ブレー

キシステム関連

事業 

ＡＢＳ/ＥＳＣ生産

設備 
2,120 737 自己資金 平成18年１月 平成21年12月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 600,000,000 

計 600,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年12月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年３月29日) 

上場証券取引所又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 448,461,242  448,461,242  
東京証券取引所市場第一

部 
－ 

計 448,461,242 448,461,242 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．合併新株式 

被合併会社 ボッシュブレーキシステム株式会社 

合併比率 1：0.8 

２．株式会社ゼクセルライフエアメニティの吸収合併 

３．ボッシュアイティジャパン株式会社の吸収合併 

４．合併新株式 

  被合併会社 ボッシュ株式会社 

  合併比率 1：1.944 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式656,809株は「個人その他」に656単元、「単元未満株式の状況」に809株を含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が９単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年７月１日 

（注１） 
54,753 423,095 2,737 36,800 1,132 33,795 

平成15年12月31日 

（注２） 
－ 423,095 － 36,800 9 33,805 

平成16年４月１日 

（注３） 
－ 423,095 － 36,800 7 33,812 

平成17年７月１日  

（注４） 
25,365 448,461 － 36,800 7,819 41,631 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

 外国法人等 
個人その他 計 

 個人以外 個人 

株主数（人）  － 70 43 404 186 4 12,142 12,849 － 

所有株式数

（単元） 
 － 57,872 4,645 20,275 320,860 30 43,111 446,793 1,668,242 

所有株式数の

割合（％） 
 － 12.95 1.04 4.54 71.81 0.01 9.65 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ロバートボッシュインベスト

メントネーデルランドビーブ

イ 

（常任代理人 ボッシュ・レ

ックスロス株式会社） 

オランダ王国 アムステルダム市 

（茨城県土浦市東中貫町５－１） 
174,720 38.96 

ロバートボッシュインターナ

チョナーレベタイリグンゲン

アーゲー 

（常任代理人 ボッシュ・レ

ックスロス株式会社） 

スイス連邦共和国 チューリッヒ市 

（茨城県土浦市東中貫町５－１） 
44,988 10.03 

ロバートボッシュコーポレー

ション 

（常任代理人 ボッシュ・レ

ックスロス株式会社） 

アメリカ合衆国 イリノイ州 

（茨城県土浦市東中貫町５－１） 
44,021 9.82 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 20,054 4.47 

住友信託銀行株式会社（信託

Ｂ口） 

（常任代理人 日本トラステ

ィ・サービス信託銀行株式会

社）  

大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 

（東京都中央区晴海１－８－11）  
8,606 1.92 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカン

ツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）  

連合王国 ロンドン市 

（東京都中央区丸の内２－７－１） 
5,434 1.21 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 4,937 1.10 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券株式会社） 

連合王国 ロンドン市 

（東京都港区六本木６－10－１ 六本木ヒル

ズ森タワー）  

4,499 1.00 

東京海上日動火災保険株式会

社 
東京都千代田区丸の内１－２－１ 4,123 0.92 

日野自動車株式会社 東京都日野市日野台３－１－１ 4,074 0.91 

計 － 315,458 70.34 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株（議決権の数9個）含まれてお

ります。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,276,000 － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

445,517,000 
445,517 － 

単元未満株式 普通株式 1,668,242 － － 

発行済株式総数 448,461,242 － － 

総株主の議決権 － 445,517 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ボッシュ株式会社

（自己株式） 

東京都渋谷区渋谷

３－６－７ 
656,000 － 656,000 0.1 

株式会社太田鉄工

所 

神奈川県伊勢原市

石田100 
366,000 － 366,000 0.1 

株式会社徳田練磨

工作所 

東京都大田区西糀

谷１－28－12 
254,000 － 254,000 0.1 

計 － 1,276,000 － 1,276,000 0.3 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

         第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  旧商法第221条第６項及び会社法192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間 平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 99,977 59,552,704 

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 11,865 7,078,277 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
3,938 2,232,741 － － 

保有自己株式数 656,809 － 668,674 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元としての配当につきましては重要政策として位置づけており、業績動向と中長期的観

点から安定的配当を継続して行うことを基本方針としております。 

 また、同時に、引き続き企業体質の強化と今後の事業展開に備え自己資本の充実を図ってまいります。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定

機関は、取締役会であります。  

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり10円の配当（うち中間配当５円）を実施することを決

定しました。この結果、当事業年度の配当性向は23.4％となりました。 

 内部留保資金につきましては、将来にわたる株主利益を確保するため、今後もグローバルでの事業展開を推進し、企業

体質の一層の強化を図るための投資に活用する予定であります。 

 当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨

を定款に定めております。  

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部における株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部における株価であります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額(円） 

 平成18年８月10日 

取締役会決議 
2,239 5 

平成19年２月９日 

取締役会決議  
2,239 5 

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 201 550 607 664 687 

最低（円） 68 168 329 516 491 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 574 648 652 679 687 671 

最低（円） 504 545 596 603 607 616 



５【役員の状況】 

   

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有 
株式数 
（千株）

取締役社長 

[代表取締役] 

品質最高責任

者 

ＢＰＳ推進最

高責任者 

オートモーテ

ィブアフター

マーケット事

業部長 

電動工具部門

総括 

ステファン・ 

ストッカー 

(Stefan Stocker) 

1953年12月25日生 

（昭和28年） 

1982年６月 

(昭和57年) 

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー入社 

1991年５月 

(平成３年) 

同社Ｋ１事業部副事業部長 

平成９年６月 当社常務取締役就任 

平成10年６月 当社専務取締役就任 

平成12年６月 当社取締役副社長就任 

平成14年７月 当社取締役社長就任(代表取

締役)（現任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から１

年間  

25 

専務取締役 

内部統制シス

テム、本社管

理部門、人事

部門、ＣＳＲ

推進部門、情

報システム部

門総括 

齊藤 俊雄 昭和22年10月30日生

昭和45年４月 当社入社 

平成元年７月 当社海外事業部長 

平成11年10月 当社経営企画副本部長 

平成12年７月 株式会社ゼクセル空調（現

株式会社ヴァレオサーマル

システムズ）執行役員就任 

平成13年６月 同社常務執行役員就任 

平成15年３月 同社専務取締役就任 

平成17年１月 当社常務執行役員就任 

平成17年３月 当社専務取締役就任（現

任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から１

年間 

3 

専務取締役 

営業総括 

顧客担当総括 

顧客営業品質

保証部門総括 

小松 茂夫 昭和28年４月13日生

昭和53年４月 当社入社 

平成７年４月 当社営業本部営業４部長 

平成13年11月 株式会社ゼクセルヴァレオ

クライメートコントロール

（現株式会社ヴァレオサー

マルシステムズ）執行役員

就任 

平成15年４月 同社常務執行役員就任 

平成17年４月 当社営業総括専務取締役付

 ＭＳ 

 2005年７月 

（平成17年） 

ロバートボッシュコーポレー

ション オートモーティブ・

ボディ＆エレクトロニクス事

業部営業部長(ＪＯＥＭ担当) 

平成18年３月 当社専務取締役就任（現

任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から１

年間  

3 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有 
株式数 
（千株）

専務取締役 
電子制御機器

事業部長 
押澤 秀和 昭和27年８月24日生

昭和54年６月 当社入社 

平成11年４月 当社ＳＥ開発部門副部門長 

平成12年６月 当社執行役員就任 

平成14年７月 当社常務執行役員就任 

平成15年３月 当社専務取締役就任（現

任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から１

年間  

3 

専務取締役 
シャシーシス

テム事業部長 

フリードリッヒ 

・ワーグナー 

(Friedrich  

Wagner)  

1957年１月21日生 

（昭和32年） 

1985年９月 

(昭和60年) 

ビー・ブラウン・メルズン

ゲン・アーゲー入社 

1997年９月 

(平成９年) 

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー入社 

平成10年８月 ボッシュパッケージングテ

クノロジー株式会社取締役

社長就任 

平成15年２月 ボッシュ株式会社社長付 

 2003年５月 

 (平成15年) 

ロバートボッシュコーポレ

ーション シャシーシステ

ム事業部営業部長 

平成16年10月 当社専務執行役員就任 

平成17年３月 当社専務取締役就任（現

任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から１

年間  

－ 

専務取締役 

ディーゼルシ

ステム事業部

長 

織田 秀明 昭和23年11月11日生

昭和46年４月 当社入社 

1989年６月 

(平成元年) 

ディーケーグリーソンエス

エー取締役就任 

1996年６月 

(平成８年) 

ゼクセルトルセンインク取

締役社長就任 

平成９年７月 当社ＳＥ燃料噴射事業部生

産技術開発部長 

平成12年10月 当社ＦＩ生産企画部門長 

平成13年６月 当社執行役員就任 

平成14年７月 当社常務執行役員就任 

平成17年３月 当社専務取締役就任（現

任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から１

年間  

10 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有 
株式数 
（千株）

取締役  
ルドルフ・コルム 

(Rudolf Colm) 

1952年12月３日生 

（昭和27年） 

1976年10月 

(昭和51年) 

ピレリエスピーエー入社 

1980年１月 

(昭和55年) 

ＡＥＧテレフンケンエスピ

ーエー入社 

1983年７月 

(昭和58年) 

ロバートボッシュエスピー

エー部長（部門企画管理・

経理・法務担当） 

1997年８月 

(平成９年) 

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー全社セールスマー

ケティング室長 

1999年１月 

(平成11年) 

ロバートボッシュエスピー

エー副事業部長（広報・ア

フターマーケット担当） 

2004年１月 

(平成16年) 

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー代表取締役常務就

任 

平成16年３月 当社取締役就任（現任） 

 2006年１月 

 (平成18年）

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー代表取締役専務就

任（現任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から１

年間  

－ 

常勤監査役  木下 健次 昭和24年３月21日生

昭和56年11月 当社入社 

平成９年９月 当社ＳＥ燃料噴射事業部副

事業部長 

平成12年６月 当社執行役員就任 

平成14年７月 当社常務執行役員就任 

平成16年３月 当社パワートレイン事業部

付ＳＧＭ 

平成16年６月 当社パワートレイン事業部

ディーゼル開発部門ＳＧＭ

（カスタマープロジェクト

担当） 

平成17年３月 当社常勤監査役就任（現

任） 

平成17年３月

開催の定時株

主総会から４

年間  

2 

常勤監査役  杉内  洋   昭和22年12月18日生

昭和45年４月 当社入社  

平成７年10月 当社経理部長  

平成16年９月 当社執行役員 総務・経理

部門長  

平成17年１月 株式会社ゼクセルヴァレオ

クライメートコントロール

（現株式会社ヴァレオサー

マルシステムズ）専務取締

役  

平成17年７月 当社執行役員 電子制御機

器事業部事業管理部門長  

平成19年３月 当社常勤監査役就任（現

任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から４

年間  

－ 

 



 （注）監査役 吹野博志、小泉淑子は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有 
株式数 
（千株）

監査役  吹野 博志 昭和17年２月４日生

昭和40年４月 日本電子株式会社入社 

昭和49年12月 セイコー電子工業株式会社

入社 

1986年３月 

（昭和61年）

セイコー電子工業ＵＳＡ取

締役社長就任 

平成６年９月 デル株式会社代表取締役会

長就任 

平成16年５月 株式会社吹野コンサルティ

ング設立 

代表取締役社長就任（現

任） 

平成17年３月 当社監査役就任（現任） 

平成17年３月

開催の定時株

主総会から４

年間  

－ 

監査役   小泉 淑子 昭和18年９月25日生

昭和47年４月 弁護士登録  

昭和55年１月 桝田江尻法律事務所（現あ

さひ・狛法律事務所）パー

トナー（現任）  

平成19年３月 当社監査役就任（現任）  

平成19年３月

開催の定時株

主総会から４

年間  

－ 

    計   46 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社はグル－プ全体として、長期安定的な企業価値の向上を経営上の最重要課題の一つと位置付け、その実現のた

めに、株主やお客様をはじめとしたステークホルダーへの責任を果たすべく、経営の公正性・透明性・迅速性の向上

と経営目標の達成に向けた経営監視機能の強化を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて様々な取組みを実

施しております。 

 

（1）企業統治に関する事項 

①会社の機関の内容 

 当社は監査役会設置会社であり、会計監査人設置会社であります。 

 グル－プとしての方針を含めて経営上重要な案件は、定期および臨時に招集される取締役会に付議され、その意思

決定過程におきましては、活発な討議が行われ、十分な審議が尽くされた上で意思決定がなされております。  

 なお，当社の取締役会は、平成18年12月31日現在、７名の取締役で構成されており、取締役の使命と責任をより明

確にするため、取締役の任期につきましては１年としております。 

 また、監査役会は社外監査役２名を含む４名の監査役により構成されております。 

②内部統制システムの整備の状況 

 内部統制システムに関しては、内部統制システム統括取締役の指揮の下、内部統制の効果を高める体制の整備・向

上に努めており、ＣＳＲ推進部門の中に内部統制室を設置し、リスク管理体制を中心とした内部統制体制の整備に当

たっております。 

③リスク管理体制の整備の状況 

 内部統制室では、各部門が抱える様々なリスクの洗い出しを指示し、リスク毎に責任部門を決めてリスク対応計画

の策定を進めております。 

 また、重要な法務課題およびコンプライアンスに関する案件については、法務室ならびにコンプライアンスグルー

プが必要な検討を行うとともに，顧問弁護士に法的アドバイスを受ける体制をとっております。これにより、重大な

企業リスクの発生時に的確かつ迅速に対応するとともに、違法行為等の未然防止を図っております。 

④役員報酬 

 当社が当事業年度中に社内取締役に支払った報酬は326百万円、賞与は24百万円、退職慰労金は26百万円でありま

す。また、監査役に支払った報酬は55百万円（うち社外監査役16百万円）、賞与は６百万円（うち社外監査役２百万

円）であります。 

⑤監査報酬 

 当社は、当事業年度において、「公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬」としてあらた監査法人

に45百万円、中央青山監査法人（現みすず監査法人）に17百万円を支払っております。なお、本業務に基づく報酬以

外の報酬はございません。 

⑥責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限

定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限

られます。 

（2）内部監査及び監査役監査 

 当社の内部監査部は、業務執行部門とは独立した組織として設置し、５名の人員にて、当社と国内外のグループ各

社を対象とした内部統制の構築・運用等の監査を行っております。 

 各監査役は、監査の方針および業務の分担に従い、取締役、内部監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報

の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会および経営会議等の重要な会議へ出席して意見を述べ、取

締役等から業務の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、さらには、業務および財産の状況の調査等を行い、厳

正な監査を実施しております。 

 また、当社は監査役を補佐するため３名の専従スタッフからなる監査役室を設けております。 



（3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社には社外取締役の資格要件を備えた取締役はおりますが、社外取締役として選任しておりません。社外監査役

２名と当社との間には、特別な利害関係はございません。 

（4）会計監査の状況  

 会計監査につきましては、当社は中央青山監査法人（現みすず監査法人）と監査契約を結んでおりましたが、中央

青山監査法人は平成18年５月金融庁から業務停止処分を受け、平成18年７月１日に資格喪失により会計監査人を退任

したため、平成18年７月13日開催の監査役会において、あらた監査法人を一時会計監査人に選任し、同日就任いたし

ました。あらた監査法人は会計監査人として独立の立場から財務諸表等に対する意見を表明しております。また、同

監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありません。 

 なお、平成19年３月28日開催の第99回定時株主総会において、あらた監査法人を会計監査人に選任しております。

 監査役および監査役会は、会計監査人から監査計画の概要、監査重点項目、監査結果等についての報告を受け、ま

た意見交換を行う等して、会計監査人と緊密な連携を図っております。当社の会計監査業務を執行する公認会計士の

氏名および所属する監査法人名等は以下のとおりであります。 

 業務を執行する公認会計士の氏名        所属する監査法人     継続監査年数 

  代表社員 

  業務執行社員 公認会計士 目黒高三     あらた監査法人        － 

   

  業務執行社員 公認会計士 田邊晴康     あらた監査法人        － 

  (注）継続監査年数が７年以内のため、年数の記載を省略しております。  

 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補６名、その他７名であります。 

（5）取締役の定数 

 当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。 

（6）剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 



当社のコーポレート・ガバナンスの状況 

 

会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 平成18年５月に内部統制システム構築のための基本方針を制定するとともに、内部統制統括取締役を選任いたしま

した。 

 また、７月には内部統制システムの構築を推進する目的で内部統制室を新たに設置しました。 

 さらに、環境問題、社会貢献などの当社の取り組みを「社会環境報告書」により報告してまいりましたが、企業の

社会的責任をより強く認識し、「ＣＳＲ報告書」として内容の充実を図り、10月に発行いたしました。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 第98期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第99期

事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 ただし、第98期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）及び第98期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表については

中央青山監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）及び

第99期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表についてはあらた監

査法人により監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前連結会計年度及び第98期事業年度  中央青山監査法人（現：みすず監査法人） 

 当連結会計年度及び第99期事業年度  あらた監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,100   3,280  

２．受取手形及び売掛金 ※３  64,007   63,108  

３．たな卸資産   32,240   32,114  

４．繰延税金資産   9,034   7,383  

５．短期貸付金   27,555   31,551  

６．その他   6,153   6,468  

７．貸倒引当金   △113   △18  

流動資産合計   139,979 56.0  143,888 57.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※２       

(1）建物及び構築物  87,739   86,954   

減価償却累計額  57,179 30,559  58,874 28,079  

(2）機械装置及び運搬具  146,552   144,062   

減価償却累計額  112,718 33,834  111,718 32,344  

(3）土地   17,564   17,775  

(4）建設仮勘定   2,138   2,559  

(5）その他  17,044   16,625   

減価償却累計額  14,474 2,570  14,328 2,296  

有形固定資産合計   86,666 34.6  83,055 33.3 

２．無形固定資産   1,575 0.6  1,758 0.7 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  6,188   6,438  

(2）出資金   2,770   －  

(3）関係会社出資金   －   2,770  

(4）長期貸付金   33   31  

(5）繰延税金資産   12,447   11,098  

(6）その他   737   705  

(7）貸倒引当金   △267   △256  

投資その他の資産合計   21,909 8.8  20,787 8.3 

固定資産合計   110,151 44.0  105,602 42.3 

資産合計   250,130 100.0  249,491 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※３  41,340   38,164  

２．短期借入金 ※２  13,373   5,278  

３．未払法人税等   5,765   6,044  

４．製品保証引当金   9,725   6,403  

５．賞与引当金   3,398   3,343  

６．事業構造改革引当金    4,500   1,729  

７．環境対策引当金   －   821  

８．その他   15,632   15,571  

流動負債合計   93,737 37.4  77,357 31.0 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２  2,628   1,336  

２．製品保証引当金    6,159   5,766  

３．事業構造改革引当金    2,671   1,056  

４．環境対策引当金   －   1,309  

５．退職給付引当金   3,343   3,600  

６．退職慰労金引当金   138   148  

７．連結調整勘定   37   －  

８．負ののれん   －   15  

９．その他   193   232  

固定負債合計   15,171 6.1  13,465 5.4 

負債合計   108,908 43.5  90,823 36.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   285 0.1  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  36,800 14.7  － － 

Ⅱ 資本剰余金   41,634 16.6  － － 

Ⅲ 利益剰余金   60,907 24.4  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,868 0.7  － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △48 △0.0  － － 

Ⅵ 自己株式 ※６  △226 △0.0  － － 

資本合計   140,935 56.4  － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  250,130 100.0  － － 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   36,800 14.7 

２．資本剰余金     － －   41,635 16.7 

３．利益剰余金     － －   77,752 31.2 

４．自己株式     － －   △284 △0.1 

  株主資本合計     － －   155,903 62.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   2,012 0.8 

２．為替換算調整勘定     － －   251 0.1 

  評価・換算差額等合計     － －   2,263 0.9 

Ⅲ 少数株主持分     － －   500 0.2 

純資産合計     － －   158,667 63.6 

負債純資産合計     － －   249,491 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   309,979 100.0  338,875 100.0 

Ⅱ 売上原価   253,818 81.9  276,791 81.7 

売上総利益   56,161 18.1  62,084 18.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 28,359 9.1  29,452 8.7 

営業利益   27,801 9.0  32,631 9.6 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  19   67   

２．受取配当金  740   95   

３．為替差益  132   －   

４．賃貸料  608   383   

５．持分法による投資利益  87   56   

６．その他  790 2,378 0.8 1,039 1,642 0.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  290   267   

２．貸与資産減価償却費  132   120   

３．その他  460 883 0.3 697 1,086 0.3 

経常利益   29,296 9.5  33,187 9.8 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 1,957   2,904   

２．投資有価証券売却益  30   827   

３．関係会社株式売却益  7,677   －   

４．貸倒引当金戻入益  58   104   

５．製品保証引当金戻入益  －   1,282   

６．事業構造改革引当金戻入
益 

 －   1,521   

７．事業譲渡益  －   160   

８．その他  90 9,813 3.1 － 6,800 2.0 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産処分損 ※４ 1,390   777   

２．減損損失 ※５ －   1,852   

３．たな卸資産整理損失  －   1,193   

４．関係会社株式売却損  254   －   

５．事業構造改革引当金繰入
額 

※６ 5,299   160   

６．環境対策引当金繰入額  －   2,410   

７．退職金制度移行差異  －   44   

８．環境浄化損失 ※７ 550 7,494 2.4 － 6,436 1.9 

税金等調整前当期純利益   31,615 10.2  33,550 9.9 

法人税、住民税及び事業
税 

 8,703   9,129   

法人税等調整額  △1,284 7,418 2.4 2,880 12,010 3.5 

少数株主利益   13 0.0  186 0.1 

当期純利益   24,183 7.8  21,354 6.3 

        



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．このうち、利益処分による利益配当が2,239百万円含まれております。 

２．平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   33,814

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１．合併に伴う資本剰余金
増加高 

 7,819  

２．自己株式処分差益  0 7,820 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   41,634 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   41,406

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  24,183 24,183

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  4,649  

２．役員賞与   34 4,683 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   60,907 

    

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株
主持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己 
株式 

株主資本 
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
36,800 41,634 60,907 △226 139,115 1,868 △48 1,819 285 141,221 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当 （注）１     △4,478   △4,478         △4,478 

役員賞与 （注）２     △30   △30         △30 

当期純利益     21,354   21,354         21,354 

自己株式の取得       △59 △59         △59 

自己株式の処分   0   1 2         2 

株主資本以外の項目の連

結会計年度中の変動額

（純額） 

          143 299 443 214 658 

連結会計年度中の変動額合

計       （百万円） 
－ 0 16,845 △57 16,788 143 299 443 214 17,446 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
36,800 41,635 77,752 △284 155,903 2,012 251 2,263 500 158,667 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  31,615 33,550 

減価償却費  11,260 12,889 

減損損失  － 1,852 

固定資産売却益  △1,957 △2,904 

投資有価証券売却益  △30 △827 

関係会社株式売却益  △7,677 － 

固定資産処分損  1,390 777 

関係会社株式売却損  254 － 

受取利息及び受取配当金  △759 △163 

持分法による投資利益  △87 △56 

製品保証引当金の減少額  △1,529 △3,714 

事業構造改革引当金の増加額（△減少額）  3,682 △4,385 

環境対策引当金の増加額  － 2,131 

退職給付引当金の増加額（△減少額）  △15,621 257 

支払利息  290 267 

売上債権の減少額  8,261 963 

たな卸資産の減少額（△増加額）  △4,340 224 

仕入債務の減少額  △567 △3,205 

流動資産その他の増加額  － △268 

流動負債その他の増加額  485 328 

その他  △68 △264 

小計  24,602 37,452 

利息及び配当金の受取額  861 209 

利息の支払額  △329 △303 

法人税等の支払額  △9,915 △8,850 

営業活動によるキャッシュ・フロー  15,219 28,508 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金及び有価証券の純増加額  △0 △2 

有形固定資産の取得による支出  △10,448 △10,608 

有形固定資産の売却による収入  4,700 2,177 

無形固定資産の取得による支出  △116 △815 

投資有価証券の取得による支出  △5 △204 

投資有価証券の売却による収入  50 1,127 

関係会社株式の売却による収入  15,563 － 

貸付による支出  △14,331 △4,012 

貸付金の回収による収入  27 18 

その他  137 24 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,423 △12,295 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額  717 3,007 

長期借入金の返済による支出  △3,398 △12,550 

社債の償還による支出  △4,300 － 

配当金の支払額  △4,643 △4,469 

その他  △88 △57 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △11,712 △14,070 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  45 31 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △871 2,175 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,805 1,084 

Ⅶ 新規合併に伴う現金及び現金同等物の増加額  150 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,084 3,259 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社          11社 連結子会社          11社 

 主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況

４．関係会社の状況」に記載しているため、省

略しました。 

 連結の範囲の変更については以下のとおりで

あります。 

 主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況

４．関係会社の状況」に記載しているため、省

略しました。 

 連結の範囲の変更については以下のとおりで

あります。 

連結の範囲の増加  無 連結の範囲の増加  無 

連結の範囲の減少  無 連結の範囲の減少  無 

非連結子会社 

非連結子会社の名称等 

 該当会社はありません。 

非連結子会社 

非連結子会社の名称等 

 ボッシュエンジニアリングサービス㈱ 

 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(2）持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社 

(2）持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社 

関連会社           ２社 関連会社           ２社 

主要な会社名 

㈱斗源精工、クノールブレムゼ商用車システ

ムジャパン㈱ 

 持分法適用の範囲の変更については以下のと

おりであります。 

名称 

㈱斗源精工、クノールブレムゼ商用車システ

ムジャパン㈱ 

 持分法適用の範囲の変更については以下のと

おりであります。 

持分法適用の範囲の増加  無 持分法適用の範囲の増加  無 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

持分法適用の範囲の減少  16社 持分法適用の範囲の減少  無 

 株式会社ヴァレオサーマルシステムズお

よびヴァレオゼクセルチャイナクライメー

トコントロールエスエイについては、前連

結会計年度まで持分法適用の関連会社でし

たが、平成17年４月に全株式を売却し、影

響力が認められなくなったため、持分法適

用の範囲からは除外しております。 

 また、これにより株式会社ヴァレオサー

マルシステムズの子会社・関連会社につい

ても影響力が認められなくなったため、持

分法適用の範囲からは除外しております。 

 なお、株式会社ヴァレオサーマルシステ

ムズの子会社・関連会社は次のとおりであ

ります。 

 ㈱ゼクセルロジテック、㈱ゼクセル物

流、金王産業㈱、ゼクセルヴァレオコンプ

レッサーノースアメリカインク、ゼクセル

ヴァレオコンプレッサーヨーロッパゲーエ

ムベーハー、ゼクセルヴァレオクライメー

トコントロールコーリアカンパニーリミテ

ッド、大明精密㈱、ゼクセルヴァレオコン

プレッサータイランドカンパニーリミテッ

ド、ゼクセルクラッチタイランドカンパニ

ーリミテッド、ゼクセルヴァレオコンプレ

ッサーチェコエスアールオー、サイアムゼ

クセルカンパニーリミテッド、ゼクセルセ

ールスタイランドカンパニーリミテッド、

華達ゼクセル汽車空調有限公司、ピーティ

ーゼクセルアーセーインドネシア 

 

持分法非適用会社 

 持分法を適用しない関連会社のうち主要な会

社等の名称 

㈱太田鉄工所、㈱徳田練磨工作所 

持分法非適用会社 

 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会

社の名称 

ボッシュエンジニアリングサービス㈱、㈱太

田鉄工所、㈱徳田練磨工作所、博世汽車柴油

系統股份有限公司 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないので、持分法適

用範囲から除外しております。 

持分法を適用しない理由 

同  左 

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

同  左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(4）会計処理基準に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券… その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

(4）会計処理基準に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券… その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法

により算定）を採用しており

ます。 

時価のないもの 

 主として移動平均法による

原価法を採用しております。 

時価のないもの 

同  左 

デリバティブ…時価法を採用しております。 

たな卸資産…主として総平均法による原価法に

よっております。 

デリバティブ… 同  左 

たな卸資産… 同  左 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産… ①  主として定率法を採用し

ております。 

 なお、提出会社及び国内

連結子会社は、取得価額が

10万円以上20万円未満の減

価償却資産については、取

得時に全額費用処理する方

法を採用しております。 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

同  左 

②  主な耐用年数は以下の通

りであります。 

 

建物及び構築物 

３年～５０年 

機械装置及び運搬具 

４年～１２年 

 

無形固定資産… 主として、定額法を採用して

おります。 

無形固定資産… 同  左 

(ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金… 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

貸倒引当金… 同  左 

製品保証引当金… 提出会社において製品のク

レーム費用の支出に備えるた

め、過去の実績を基礎に将来

の見込を加味して、翌期以降

保証期間内の費用見積額を計

上しております。 

製品保証引当金… 製品のクレーム費用の支出

に備えるため、過去の実績を

基礎に将来の見込を加味し

て、翌期以降保証期間内の費

用見積額を計上しておりま

す。 

賞与引当金… 提出会社及び国内連結子会社

は、従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しております。 

賞与引当金… 同  左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

事業構造改革引当金… 事業構造改革の実施に

伴い負担することが見込

まれる損失に備えるた

め、合理的に見積られる

金額を計上しておりま

す。 

事業構造改革引当金… 同  左 

      ────── 環境対策引当金… 東松山第二工場における土

壌および地下水の汚染の浄化

に係る費用について、合理的

に見積もられる金額を計上し

ております。 

退職給付引当金… 従業員及び執行役員の退職

金の支給に備えるため設定し

ております。 

 従業員部分については、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主とし

て10年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主

として10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

 また、執行役員部分につい

ては、執行役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上し

ております。 

退職給付引当金… 従業員及び執行役員の退職

金の支給に備えるため設定し

ております。 

 従業員部分については、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主とし

て10年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主

として10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

 また、執行役員部分につい

ては、執行役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上し

ております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度より「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平

成17年３月16日）及び「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）が

適用できることになったことに伴い、同会計基

準及び同適用指針を適用しております。なお、

これによる損益への影響はありません。 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

退職慰労金引当金… 役員の退職慰労金の支給

に備えるため、提出会社及

び国内連結子会社は内規に

基づく期末要支給額を計上

しております。 

退職慰労金引当金… 同  左 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりますが、連結子会社の

一部については通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

 提出会社及び一部の連結子会社は、繰延ヘッ

ジ処理を採用しております。なお、為替予約に

ついては、振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

同  左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 為替予約 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同  左 

ヘッジ対象 

外貨建売掛金、外貨建買掛金 

ヘッジ対象 

同  左 

   ③ ヘッジ方針 

 当社グループは、為替及び金利変動リスクの

減殺及びキャッシュ・フローの固定化を目的と

し、デリバティブ取引の執行と管理に関する権

限・責任・実行方法等を定めた内規に基づいて

運用しております。 

   ③ ヘッジ方針 

同  左 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動額比率又

はキャッシュ・フロー総額変動額比率によって

有効性を評価し、６ヶ月毎に有効性の検証を実

施しております。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法…税抜方式により行っ

ております。 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法… 同  左 

(5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。 

(5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同  左 

(6）連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間の均等

償却を行っております。 

(6）          ────── 

(7）          ────── (7）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

(8）利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につ

いて、連結会計年度中に確定した利益処分に基づ

いて作成しております。 

(8）          ────── 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同  左 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は1,852百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は158,167百万円

であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用して

おります。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であり

ます。 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 （連結貸借対照表） 

   前連結会計年度において流動資産「その他」に含め

ておりました「短期貸付金」（前連結会計年度7,525百

万円）は重要性が増しましたので、当連結会計年度よ

り区分掲記しております。 

 （連結貸借対照表） 

   前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度より「負ののれ

ん」と表示しております。 

  

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「退職給

付引当金の増加額（△減少額）」（前連結会計年度△

683百万円）は重要性が増しましたので、当連結会計年

度より区分掲記しております。 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「流動資

産その他の増加額」（前連結会計年度△179百万円）は

重要性が増しましたので、当連結会計年度より区分掲

記しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割458百万円

を販売費及び一般管理費として処理しております。 

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 1,343百万円 投資有価証券（株式） 1,628百万円 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

(1）建物及び構築物 5,241百万円 

機械装置及び運搬具 2,606百万円 

土地 3,508百万円 

その他 351百万円 

は工場財団抵当として   

短期借入金 327百万円 

長期借入金 113百万円 

の担保に供しております。   

(1）建物 439百万円 

機械及び装置 69百万円 

工具器具備品 74百万円 

     

は工場財団抵当として   

短期借入金 27百万円 

長期借入金 26百万円 

の担保に供しております。   

(2）建物及び構築物 6,009百万円 

土地 1,744百万円 

は   

短期借入金 328百万円 

長期借入金 1,062百万円 

の担保に供しております。   

(2）建物及び構築物 4,788百万円 

土地 923百万円 

は   

短期借入金 300百万円 

長期借入金 762百万円 

の担保に供しております。   

 (3）長期借入金151百万円及び短期借入金269百万円

の合計420百万円は、物件担保留保条項が付されて

います。 

 (3）長期借入金71百万円及び短期借入金79百万円の

合計151百万円は、未特定物件担保留保条項が付さ

れています。 

※３．連結会計年度末日満期手形の処理 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。 

 連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりで

あります。 

受取手形 402百万円 

支払手形 150百万円 

※３．連結会計年度末日満期手形の処理 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。 

 連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりで

あります。 

受取手形 410百万円 

支払手形 128百万円 

 ４．偶発債務  ４．偶発債務 

 従業員住宅資金借入金につき債務保証を行ってお

ります。 

 従業員住宅資金借入金につき債務保証を行ってお

ります。 

従業員住宅資金借入金 1,052百万円 従業員住宅資金借入金 851百万円 

※５．発行済株式総数 

    普通株式  448,461,242株  

※５．       ────── 

※６．自己株式 

    普通株式    560,770株  

※６．       ────── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 

 このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

 このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

従業員給料手当 9,293百万円 

賞与引当金繰入額 761百万円 

業務委託料 3,181百万円 

退職給付費用 873百万円 

退職慰労金引当金繰入額 30百万円 

従業員給料手当 9,399百万円 

賞与引当金繰入額 826百万円 

業務委託料 2,900百万円 

運送費 3,032百万円 

退職給付費用 233百万円 

退職慰労金引当金繰入額 33百万円 

※２．一般管理費に含まれる研究

開発費 
3,440百万円 

※２．一般管理費に含まれる研究

開発費 
2,989百万円 

※３．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

土地等 1,896百万円 

機械装置及び運搬具等 60百万円 

 計 1,957百万円 

※３．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

土地 2,894百万円 

機械装置及び運搬具等 10百万円 

 計 2,904百万円 

※４．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。

建物及び構築物 280百万円 

機械装置及び運搬具 429百万円 

土地 597百万円 

その他 83百万円 

 計 1,390百万円 

※４．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。

(1) 売却損 

(2) 除却損 

機械装置及び運搬具 7百万円 

土地 0百万円 

その他 6百万円 

 計 14百万円 

建物及び構築物 78百万円 

機械装置及び運搬具 626百万円 

その他 58百万円 

 計 762百万円 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※５．       ────── ※５．減損損失 

(1) 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

 
場所 用途 種類 

むさし工場 

（埼玉県比企郡） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
建物、機械装置等

東松山第二工場等 

（埼玉県東松山市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
機械装置等 

岡崎工場 

（愛知県岡崎市） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
建物、機械装置等

広島工場 

（広島県安芸郡） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
建物、機械装置等

関東精圧工業㈱ 

（埼玉県本庄市） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 

土地及び建物、機

械装置等 

㈱テクノス 

（長野県佐久市） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
機械装置等 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯 

 乗用車用ブレーキシステム関連事業の内、アクチ

ュエーション部門は、継続的に営業損失を計上して

おり、かつ将来キャッシュ・フローの見積り総額が

資産グループの帳簿価額を下回るため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,852百万円）として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、土地22百万円、建物640百万円、機械装置

649百万円、リース資産110百万円及びその他431百万

円であります。 

(3) 資産のグルーピングの方法 

 当社グループは管理会計上の区分を考慮して資産

グループを決定しております。 

(4) 回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額は正味売却価額によって測定してお

り、主要な建物及び土地については不動産鑑定士に

よる鑑定評価額等、その他の資産については固定資

産税評価額に基づき評価しております。 

※６．事業構造改革引当金繰入額は、経営資源の効率化

を目的とした事業構造改革の実施に伴い発生する損

失であり、その内容は以下のとおりであります。 

工場の移設・売却に伴う損失 2,182百万円 

特別退職金 1,817百万円 

子会社の事業移管に伴う損失 1,299百万円 

※６．事業構造改革引当金繰入額は、経営資源の効率化

を目的とした事業構造改革の実施に伴い発生する損

失であり、その内容は以下のとおりであります。 

工場の移設・売却に伴う損失 160百万円 

※７．環境浄化損失は、工場用地において確認された有

害物質の除去及び廃棄に要する費用の見込額を計上

しております。 

※７．       ────── 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加99,977株は、単元未満株式の買取請求による増加であり、減少3,938株は、単

元未満株式の売渡請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 448,461,242 － － 448,461,242 

合計 448,461,242 － － 448,461,242 

自己株式     

普通株式 （注） 560,770 99,977 3,938 656,809 

合計 560,770 99,977 3,938 656,809 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 2,239 5.00 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

平成18年８月10日 

取締役会 
普通株式 2,239 5.00 平成18年６月30日 平成18年９月11日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月９日 

取締役会 
普通株式 2,239 利益剰余金 5.00 平成18年12月31日 平成19年３月12日

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,100百万円 

うち、預入期間が３か月を

超える定期預金 
△16百万円 

現金及び現金同等物 1,084百万円 

現金及び預金勘定 3,280百万円 

うち、預入期間が３か月を

超える定期預金 
△21百万円 

現金及び現金同等物 3,259百万円 

 ２．当連結会計年度に合併したボッシュ株式会社より

引き継いだ資産及び負債の内訳は「第２ 事業の状

況 ５．経営上の重要な契約等」中の（2）ボッシュ

株式会社との合併及び商号変更に記載しておりま

す。 

 ２．       ────── 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

3,367 2,766 600 

(有形固定資産) 
その他 

4,439 2,149 2,290 

 無形固定資産 47 22 25 

合計 7,854 4,938 2,916 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

2,152 1,749 － 403 

(有形固定資産)
その他 

4,445 2,353 105 1,986 

無形固定資産 32 23 0 9 

合計 6,630 4,126 106 2,398 

（注） 一部のリース取引に係る取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高（リース料総額から、利息

相当額を控除して取得価額相当額を算定している

リース取引に係るものを除く）が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

（注）       同  左 

 (2）未経過リース料期末残高相当額  (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,562百万円 

１年超 1,632百万円 

合計 3,194百万円 

１年内 1,312百万円 

１年超 1,246百万円 

合計 2,558百万円 

リース資産減損勘定の残高 53百万円 

（注） 一部のリース取引に係る未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高（利息相当

額を控除して未経過リース料期末残高相当額を算

定しているリース取引に係るものを除く）が、有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）       同  左 

 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,701百万円 

減価償却費相当額 1,625百万円 

支払利息相当額 65百万円 

支払リース料 1,950百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 56百万円 

減価償却費相当額 1,870百万円 

支払利息相当額 70百万円 

減損損失 110百万円 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

       同  左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。 

 (5）利息相当額の算定方法 

       同  左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 13百万円 

１年超 8百万円 

合計 21百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 16百万円 

１年超 5百万円 

合計 21百万円 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 種類 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 1,266 4,386 3,119 1,268 4,655 3,386 

(2）債券       

①国債・地方債 － － － － － － 

②社債 － － － － － － 

③その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 1,266 4,386 3,119 1,268 4,655 3,386 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 162 129 △32 163 125 △38 

(2）債券       

①国債・地方債 － － － － － － 

②社債 － － － － － － 

③その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 162 129 △32 163 125 △38 

合計 1,428 4,515 3,087 1,432 4,780 3,348 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

50 30 － 1,127 827 － 

 前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券   

非上場株式 329 29 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）取引の内容・取引の利用目的 

 提出会社及び一部の連結子会社は、外貨建資産・負

債に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目

的で、特定の外貨建資産（主に外貨建売掛金）・外貨

建負債（主に外貨建買掛金）を対象とした為替予約取

引を利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(1）取引の内容・取引の利用目的 

同  左 

  ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予

約については、振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。 

  ヘッジ会計の方法 

同  左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 同  左 

   ヘッジ対象 外貨建売掛金、外貨建買掛金    ヘッジ対象 同  左 

ヘッジ方針 

 為替及び金利変動リスクの減殺及びキャッシュ・

フローの固定化を目的とし、デリバティブ取引の執

行と管理に関する権限・責任・実行方法等を定めた

内規に基づいて運用しております。 

  ヘッジ方針 

同  左 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動額比率又はキ

ャッシュ・フロー総額変動比率によって有効性を評

価し、６ヶ月毎に有効性の検証を実施しておりま

す。 

  ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

(2) 取引に対する取組方針 

 当社グループは、相場変動リスクに晒されている資

産・負債に対応した範囲内で、かつ、リスクを回避す

る目的及び金融収支を改善する目的において、デリバ

ティブ取引を利用する方針をとっており、運用収益獲

得のための投機目的でデリバティブ取引を利用するこ

とは行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

          同  左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

 前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平

成18年12月31日）におけるデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(3）取引に係るリスクの内容 

 当社グループは、取引対象物の価格変動に対する該

当取引の時価の変動率が大きい特殊な取引（レバレッ

ジを取り入れたデリバティブ取引）は利用しておりま

せん。 

 また、当社グループは信用度の高い金融機関のみを

取引相手としてデリバティブ取引を行っており、信用

リスクは殆どないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同  左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 提出会社のリスク管理は、経営上多額な損失を被る

ことがないよう、相場変動リスクに晒されている資

産・負債に対してそのリスク回避のため効果的にデリ

バティブ取引が利用されているか、また、取引限度枠

を超えた単独のデリバティブ取引が存在していない

か、等に重点を置いて行われております。 

 日常におけるデリバティブ業務のチェックは経理部

内の相互牽制により行われており、また、デリバティ

ブ取引担当者のローテーション制度が確立されてお

り、実際に運用されております。 

 毎月、取引担当者は、月末のデリバティブの状況

（リスク・ヘッジの効果、ヘッジ目的のデリバティブ

契約残高及びヘッジ対象物の状況等）を担当役員まで

報告し、承認を得ております。 

 また、一部の連結子会社でもデリバティブ取引を行

っておりますが、その実行及び管理は社内管理規定に

従い経理部が行っており、経理担当役員の決裁を得て

おります。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

          同  左 

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 次の「取引の時価等に関する事項」における「契約

金額等」は、あくまでもデリバティブ取引における名

目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該金

額自体がそのままデリバティブ取引に係る市場リスク

または信用リスクを表すものではありません。 

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

          同  左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 提出会社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度としてキャッシュバランス制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度並びに確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数

理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

 当連結会計年度末現在、連結子会社全体で退職一時金制度については８社、適格退職年金制度については４社が

有しております。一部の国内連結子会社では、中小企業退職金共済制度を採用しております。提出会社及び連結子

会社２社につきましては、キャッシュバランス制度を採用しております。また、提出会社及び連結子会社１社にお

いては退職給付信託を設定しております。 

 なお、連結子会社の群馬精機㈱は、平成18年６月30日付で適格退職年金制度を終了し、確定拠出年金制度とキャ

ッシュバランス制度を導入いたしました。 

２．退職給付債務及びその内訳 

  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
 

 (1) 退職給付債務 （注）１（百万円） △30,535 △28,892  

 (2) 年金資産 （退職給付信託を含む）（百万円） 33,282 32,149  

 (3) 未積立退職給付債務 (1) ＋ (2)（百万円） 2,747 3,257  

 (4) 未認識数理計算上の差異（百万円） △3,641 △4,743  

 (5) 未認識過去勤務債務（百万円） △2,449 △2,114  

 
(6) 連結貸借対照表計上額純額 

(3)＋(4)＋(5)（百万円） 
△3,343 △3,600  

 (7) 前払年金費用（百万円） － －  

 (8) 退職給付引当金 (6) －(7)（百万円） △3,343 △3,600  

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

（注）１．執行役員の退職慰労金期末要支給額151百万円

については「(1)退職給付債務」に含めて記載し

ております。 

（注）１．執行役員の退職慰労金期末要支給額137百万円

については「(1)退職給付債務」に含めて記載し

ております。 

   ２．連結貸借対照表上、翌期以降に支払う予定の割

増退職金2,000百万円は、「事業構造改革引当

金」に含めて計上しており、退職給付引当金に含

めておりません。 

２．      ────── 

   ３．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

   ３．       同  左 



３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

退職給付費用（百万円） 4,749 2,224 

(1）勤務費用 （注）１ （注）２（百万円） 1,404 1,433 

(2）利息費用（百万円） 602 590 

(3）期待運用収益（減算）（百万円） △234 △481 

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △328 △340 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 701 14 

(6）確定拠出年金への掛金支払額（百万円） 864 914 

(7）臨時の割増退職金 （注）３（百万円） 1,830 49 

(8）確定拠出年金制度移行に伴う損失（百万円） △90 44 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（注）１．執行役員の退職慰労金に係る退職給付引当金繰

入額30百万円については「(1) 勤務費用」に含め

て記載しております。 

（注）１．執行役員の退職慰労金に係る退職給付引当金繰

入額37百万円については「(1) 勤務費用」に含め

て記載しております。 

   ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。 

   ２．       同  左 

   ３．連結損益計算書上、事業構造改革引当金繰入額

に計上されている1,817百万円が含まれておりま

す。 

３．      ────── 

 
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

(1）割引率 2.0% 2.0% 

(2）期待運用収益率 2.0% 2.0% 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）過去勤務債務の額の処理年数（注）１ 10年 10年 

(5）数理計算上の差異の処理年数（注）２ 10年 10年 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

（注）１．発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数による定額法によっております。 

（注）１．       同  左 

   ２．発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数による定額法により、翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

   ２．       同  左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

次へ 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在）

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,345百万円 

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
1,409百万円 

事業構造改革引当金否認 2,870百万円 

投資有価証券評価損否認 206百万円 

製品保証引当金損金算入限度超

過額 
6,364百万円 

退職給付信託の年金資産 7,476百万円 

減価償却超過額 1,577百万円 

有形固定資産評価損否認 444百万円 

未払事業税否認 786百万円 

繰越欠損金 291百万円 

その他 2,819百万円 

繰延税金資産小計 25,592百万円 

評価性引当額 △1,704百万円 

繰延税金資産合計 23,887百万円 

   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △1,158百万円 

その他有価証券評価差額金 △1,219百万円 

その他 △27百万円 

繰延税金負債合計 △2,405百万円 

繰延税金資産の純額 21,482百万円 

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,340百万円 

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
1,450百万円 

事業構造改革引当金否認 1,115百万円 

製品保証引当金損金算入限度超

過額 
4,873百万円 

退職給付信託の年金資産 4,666百万円 

減価償却超過額 1,418百万円 

有形固定資産評価損否認 335百万円 

未払事業税否認 476百万円 

環境対策引当金損金算入限度超

過額 
852百万円 

減損損失否認 746百万円 

開発費原価否認 698百万円 

繰越欠損金 634百万円 

その他 3,368百万円 

繰延税金資産小計 21,977百万円 

評価性引当額 △1,850百万円 

繰延税金資産合計 20,127百万円 

   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △266百万円 

その他有価証券評価差額金 △1,336百万円 

その他 △42百万円 

繰延税金負債合計 △1,645百万円 

繰延税金資産の純額 18,482百万円 

平成17年12月31日現在の繰延税金資産の純額は連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

平成18年12月31日現在の繰延税金資産の純額は連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 9,034百万円 

固定資産－繰延税金資産 12,447百万円 

流動資産－繰延税金資産 7,383百万円 

固定資産－繰延税金資産 11,098百万円 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳 

法定実効税率 40.0％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.3％ 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.2％ 

住民税均等割等 0.2％ 

評価性引当額 △14.9％ 

試験研究費等税額控除額 △2.4％ 

その他 0.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.5％ 

法定実効税率 40.0％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.3％ 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.3％ 

住民税均等割等 0.1％ 

評価性引当額 △0.9％ 

試験研究費等税額控除額 △1.9％ 

海外連結子会社税率差異 △0.5％ 

海外連結子会社免除額 △1.2％ 

その他 0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.8％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成

18年12月31日） 

 自動車部品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン

トの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成

18年12月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米……米国、メキシコ 

欧州……ドイツ、ハンガリー、チェコ、スペイン、ポーランド、オーストリア 

アジア……韓国、中国、タイ、台湾、シンガポール、インド、フィリピン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米……米国、メキシコ 

欧州……ドイツ、ハンガリー、チェコ、スペイン、ポーランド 

アジア……韓国、中国、タイ、フィリピン、マレーシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,407 20,064 35,735 1,594 61,801 

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  － 309,979 

Ⅲ 
海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
1.4 6.5 11.5 0.5 19.9 

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,165 28,006 47,043 2,539 82,754 

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  － 338,875 

Ⅲ 
海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
1.5 8.3 13.9 0.7 24.4 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品及び部品の購入については、毎期価格交渉の上決定しております。 

［図１］ 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の兼

任等 
事業上の
関係 

親会社 

ロバート 

ボッシュ 

ゲーエム 

ベーハー 

ドイツ

連邦共

和国シ

ュトゥ

ットガ

ルト市 

百万ＥＵＲ 

1,200 

車両及び

電気機器

等の設

計、製造

販売 

(被所有) 

直接   0% 

間接 59.2%

[図１]参照 

兼任１名 

当社及び

連結子会

社の製品

等の販売

並びに同

社製品及

び部品の

購入 

余剰資金

の運用 

設備資金 

の借入・

返済 

同社製品

及び部品

の購入 

当社製品

及び部品

の販売 

20,031 

0 

59,116 

14,049 

短期 

貸付金 

長期 

借入金 

支払手

形及び

買掛金 

受取手

形及び

売掛金 

27,553 

10,000 

5,479 

4,710 



当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品及び部品の購入については、毎期価格交渉の上決定しております。 

［図１］ 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の兼

任等 
事業上の
関係 

親会社 

ロバート 

ボッシュ 

ゲーエム 

ベーハー 

ドイツ

連邦共

和国シ

ュトゥ

ットガ

ルト市 

百万ＥＵＲ 

1,200 

車両及び

電気機器

等の設

計、製造

販売 

(被所有) 

直接   0% 

間接 59.2%

[図１]参照 

兼任１名 

当社及び

連結子会

社の製品

等の販売

並びに同

社製品及

び部品の

購入 

資金の貸

付 
3,998 

短期 

貸付金 
31,551 

設備資金 

の返済 
10,000 

短期 

借入金 
－ 

同社製品

及び部品

の購入 

47,635 

支払手

形及び

買掛金 

4,289 

当社製品

及び部品

の販売 

13,048 

受取手

形及び

売掛金 

3,491 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり当期純利益金額 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 314.59円 

１株当たり当期純利益金額 55.49円 

１株当たり純資産額 353.21円 

１株当たり当期純利益金額 47.68円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前連結会計年度末 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度末 
（平成18年12月31日） 

 連結貸借対照表の純資産の部の合計額 

（百万円） 
 － 158,667 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株

当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る連結会計年度末の純資産額との差額

（百万円） 

 － 500 

（うち少数株主持分） （－） (500) 

普通株式に係る純資産額（百万円）  － 158,167 

普通株式の発行済株式数（株）  － 448,461,242 

普通株式の自己株式数（株）  － 656,809 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株） 
－ 447,804,433 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

当期純利益（百万円） 24,183 21,354 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (30) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 24,153 21,354 

期中平均株式数（株） 435,304,288 447,860,093 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、期中平均の利率及び残高に基づき算出しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 827 3,990 5.50 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 12,546 1,288 2.21 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,628 1,336 3.36 
平成20年～平成

39年 

その他の有利子負債  － － － － 

計 16,002 6,614 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 799 261 184 90 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   485   601  

２．受取手形 ※６  1,477   1,712  

３．売掛金 ※２  61,522   58,757  

４．商品   7,178   6,604  

５．製品   7,276   6,285  

６．半製品   3,880   3,873  

７．原材料   9,854   9,819  

８．仕掛品   1,644   1,442  

９．貯蔵品   606   642  

10．前渡金 ※２  2,246   2,383  

11．前払費用   349   677  

12．繰延税金資産   8,812   7,288  

13．関係会社短期貸付金   30,871   35,209  

14. 立替金 ※２  2,739   2,488  

15．その他   957   621  

16．貸倒引当金   △112   △17  

流動資産合計   139,790 58.3  138,391 59.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

(1) 建物  63,977   63,252   

減価償却累計額  42,450 21,527  43,562 19,690  

(2) 構築物  12,268   12,209   

減価償却累計額  9,083 3,184  9,309 2,899  

(3) 機械及び装置  130,459   127,608   

減価償却累計額  101,108 29,351  99,378 28,229  

(4) 車両運搬具  477   489   

減価償却累計額  356 121  357 132  

(5) 工具器具備品  16,000   15,537   

減価償却累計額  13,605 2,395  13,427 2,109  

(6) 土地   13,398   12,986  

(7) 建設仮勘定   2,081   2,329  

有形固定資産合計   72,060 30.1  68,377 29.4 

２．無形固定資産        

(1) 施設利用権   31   25  

(2) 特許権等   658   602  

(3) ソフトウェア   870   601  

無形固定資産合計   1,560 0.7  1,228 0.5 

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   4,840   4,806  

(2) 関係会社株式   5,915   6,074  

(3) 出資金    2,770   －  

(4) 関係会社出資金   －   2,770  

(5) 従業員長期貸付金   28   26  

(6) 長期前払費用   1   0  

(7) 繰延税金資産   12,318   10,554  

(8) その他   714   687  

(9) 貸倒引当金   △267   △256  

投資その他の資産合計   26,320 10.9  24,664 10.6 

固定資産合計   99,941 41.7  94,270 40.5 

資産合計   239,731 100.0  232,661 100.0

        
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   2,496   2,299  

２．買掛金 ※２  35,911   32,548  

３．関係会社短期借入金   1,235   975  

４．１年以内返済予定の関係
会社長期借入金  

  10,000   －  

５．１年以内返済予定の長期
借入金 

※１  2,500   1,261  

６．未払金 ※２  9,072   7,426  

７．未払費用 ※２  4,430   4,489  

８．未払法人税等   5,509   6,000  

９．未払消費税等   －   149  

10．預り金 ※２  728   745  

11. 製品保証引当金   9,725   6,392  

12．賞与引当金   2,934   2,992  

13．事業構造改革引当金   4,128   2,169  

14．環境対策引当金   －   821  

15．設備関係支払手形   257   185  

16．その他   －   37  

流動負債合計   88,932 37.1  68,495 29.4 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  2,575   1,310  

２．製品保証引当金    6,159   5,766  

３．事業構造改革引当金    2,671   1,056  

４．環境対策引当金   －   1,309  

５．退職給付引当金   2,152   2,749  

６．退職慰労金引当金   131   138  

７．その他   187   198  

固定負債合計   13,876 5.8  12,529 5.4 

負債合計   102,808 42.9  81,024 34.8 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  36,800 15.3  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  41,631   －   

２．その他資本剰余金        

（1）自己株式処分差益  2   －   

資本剰余金合計   41,634 17.4  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

１．任意積立金        

（1）特別償却積立金   7   －   

（2）別途積立金  33,000   －   

２．当期未処分利益  23,839   －   

利益剰余金合計   56,846 23.7  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,867 0.8  － － 

Ⅴ 自己株式 ※４  △226 △0.1  － － 

資本合計   136,922 57.1  － － 

負債資本合計   239,731 100.0  － －

        
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   36,800 15.8 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     41,631     

(2）その他資本剰余金   －     3     

資本剰余金合計      － －   41,635 17.9 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

特別償却積立金   －     5     

別途積立金   －     50,000     

繰越利益剰余金   －     21,469     

利益剰余金合計      － －   71,474 30.7 

４．自己株式     － －   △284 △0.1 

株主資本合計      － －   149,625 64.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   2,012 0.9 

評価・換算差額等合計      － －   2,012 0.9 

純資産合計      － －   151,637 65.2 

負債純資産合計      － －   232,661 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高  239,554   250,451   

２．商品売上高  62,588 302,142 100.0 75,650 326,102 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首商品たな卸高  3,153   7,178   

２．期首製品たな卸高  6,548   7,276   

３．合併による商品増加高  2,652   －   

４．当期商品仕入高 ※１ 52,086   68,879   

５．当期製品仕入高 ※１ 1,945   －   

６．当期製品製造原価 ※１ 195,145   195,052   

合計  261,532   278,386   

７．期末商品たな卸高  7,178   6,604   

８．期末製品たな卸高  7,276   6,285   

９．加工外注製品支給高  27   24   

10．販売費その他へ振替高  271   291   

11．特許使用料  2,702 249,480 82.6 2,572 267,751 82.1 

売上総利益   52,661 17.4  58,350 17.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

 26,657 8.8  28,155 8.6 

営業利益   26,003 8.6  30,194 9.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  57   84   

２．受取配当金  828   165   

３．賃貸料  688   377   

４．業務受託収入  79   75   

５．雑収入  664 2,318 0.8 637 1,339 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  250   120   

２．社債利息  28   －   

３．貸与資産減価償却費  252   169   

４．業務受託費用  83   82   

５．雑支出  343 957 0.3 511 884 0.3 

経常利益   27,364 9.1  30,649 9.4 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※４ 1,878   2,902   

２．投資有価証券売却益  －   826   

３．関係会社株式売却益  5,127   －   

４．貸倒引当金戻入益  413   103   

５．製品保証引当金戻入益  －   1,282   

６．事業構造改革引当金戻入
益 

 －   1,521   

７．事業譲渡益  － 7,419 2.4 160 6,796 2.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産処分損 ※５ 1,041   693   

２．減損損失 ※６ －   1,692   

３．たな卸資産整理損失  －   1,193   

４．関係会社株式売却損  254   －   

５．関係会社株式評価損  －   41   

６．事業構造改革引当金繰入
額 

※７ 4,704   160   

７．環境対策引当金繰入額  －   2,410   

８．環境浄化損失 ※８ 550 6,550 2.2 － 6,190 1.9 

税引前当期純利益   28,233 9.3  31,254 9.6 

法人税、住民税及び事業
税 

 8,450   8,947   

法人税等調整額  △1,433 7,016 2.3 3,171 12,118 3.7 

当期純利益   21,217 7.0  19,136 5.9 

前期繰越利益   4,734   －  

中間配当額   2,113   －  

当期未処分利益    23,839   －  

        



製造原価明細書 

（脚注） 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

Ⅰ 材料費  119,781 62.2 121,905 62.5 

Ⅱ 労務費  40,240 20.9 40,487 20.8 

Ⅲ 経費 ※１ 32,517 16.9 32,457 16.7 

当期総製造費用  192,539 100.0 194,850 100.0 

期首仕掛品たな卸高  4,250  1,644  

合計  196,790  196,494  

期末仕掛品たな卸高  1,644  1,442  

当期製品製造原価  195,145  195,052  

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

 （百万円）

減価償却費 8,610 

業務委託料 5,276 

賃借料 1,971 

製品保証引当金繰入額 2,281 

 （百万円）

減価償却費 8,659 

業務委託料 5,871 

賃借料 2,045 

製品保証引当金繰入額 557 

  

※２．原価計算の方法 

 当社は原価を要素別、部門別、製品別に計算し、製造原価計算においては総合原価計算を採用しております。そ

の方法は、材料費、労務費、経費とも予定をもって計算し、実際原価との差額は原価差額として調整しておりま

す。 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益    23,839 

Ⅱ 任意積立金取崩高     

１．特別償却積立金取崩額   1 1 

合計    23,840 

Ⅲ 利益処分額     

１．配当金   2,239  

２．役員賞与金   30  

３．任意積立金     

(1）別途積立金   17,000 19,269 

Ⅳ 次期繰越利益    4,570 

    

 

株主資本  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金  

自己  

株式 

株主  

資本 

合計 
資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 

特別 

償却 

積立金 

 別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
36,800 41,631 2 41,634 7 33,000 23,839 56,846 △226 135,055 

事業年度中の変動額           

特別償却積立金の取崩し 

（注）１ 
        △1   1 －   － 

特別償却積立金の取崩し         △1   1 －   － 

別途積立金の積立て  

（注）１ 
          17,000 △17,000 －   － 

剰余金の配当 （注）２             △4,478 △4,478   △4,478 

役員賞与 （注）１             △30 △30   △30 

当期純利益             19,136 19,136   19,136 

自己株式の取得                 △59 △59 

自己株式の処分     0 0         1 2 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                    

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 △2 17,000 △2,370 14,628 △58 14,570 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
36,800 41,631 3 41,635 5 50,000 21,469 71,474 △284 149,625 



 （注）１．平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．このうち、利益処分による利益配当が2,239百万円含まれております。 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
1,867 1,867 136,922 

事業年度中の変動額    

特別償却積立金の取崩し 

（注）１ 
    － 

特別償却積立金の取崩し     － 

別途積立金の積立て  

（注）１ 
    － 

剰余金の配当 （注）２     △4,478 

役員賞与 （注）１     △30 

当期純利益     19,136 

自己株式の取得     △59 

自己株式の処分     2 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
144 144 144 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
144 144 14,715 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
2,012 2,012 151,637 



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)によっております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

同  左 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

同  左 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品・製品・半製品・仕掛品・原材料 

           …総平均法による原価法によっておりま

す。 

（会計処理方法の変更） 

 従来、原材料の評価基準及び評価方法は、最終

仕入価格法による原価法を採用しておりました

が、当事業年度より総平均法による原価法に変更

いたしました。 

 この変更は、新原価管理システムの導入を機に

事務処理の迅速化を図るとともに、総平均法を適

用し、より適正な財政状態を開示することを目的

に行ったものであります。 

 この変更に伴う損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 なお、上記基準への変更については下期に新原

価管理システムを導入したため下期より行ってお

ります。したがって、当中間期は従来の方法にて

行っております。この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品・製品・半製品・仕掛品・原材料 

           …総平均法による原価法によっておりま

す。 

(2）貯蔵品…移動平均法による原価法によっておりま

す。 

(2）貯蔵品…移動平均法による原価法によっておりま

す。 

（会計処理方法の変更）  

 従来、貯蔵品の評価基準及び評価方法は、最終

仕入価格法による原価法を採用しておりました

が、当事業年度より移動平均法による原価法に変

更いたしました。 

 この変更は、新貯蔵品管理システムの導入を機

に事務処理の迅速化を図るとともに、移動平均法

を適用し、四半期財務情報においてより適正な財

政状態を開示することを目的に行ったものであり

ます。 

 この変更に伴う損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 

 



前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

①  減価償却の方法は、建物・構築物・機械及び

装置・車両運搬具・工具器具備品とも定率法に

よっております。ただし、一部の建物について

は定額法によっております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同  左 

② 主な耐用年数は以下の通りであります。 

   建物      3年～50年 

   機械及び装置  7年～10年 

 

(2）無形固定資産 

 無形固定資産については、定額法を採用してお

ります。なおソフトウェア（自社利用）について

は社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同  左 

(3）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資

産については、取得時に全額費用処理する方法を

採用しております。 

(3）少額減価償却資産 

同  左 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

       同  左 

(2）製品保証引当金 

 製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去

の実績を基礎に将来の見込を加味して、翌期以降

保証期間内の費用見積額を計上しております。 

(2）製品保証引当金 

       同  左 

(3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

(3）賞与引当金 

    同  左 

(4）事業構造改革引当金 

 事業構造改革の実施に伴い負担することが見込

まれる損失に備えるため、合理的に見積られる金

額を計上しております。 

(4）事業構造改革引当金 

    同  左 

(5)       ────── (5）環境対策引当金 

 東松山第二工場における土壌および地下水の汚

染の浄化に係る費用について、合理的に見積もら

れる金額を計上しております。 

 



前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(6）退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職金の支給に備えるた

め設定しております。 

 従業員部分については、従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

 また、執行役員部分については、執行役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(6）退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職金の支給に備えるた

め設定しております。 

 従業員部分については、従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

 また、執行役員部分については、執行役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

（追加情報） 

 当事業年度より「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成

17年３月16日）及び「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16日）が適

用できることになったことに伴い、同会計基準

及び同適用指針を適用しております。なお、こ

れによる損益への影響はありません。 

 

(7）退職慰労金引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

(7）退職慰労金引当金 

    同  左 

６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

６．リース取引の処理方法 

       同  左 

７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為

替予約については、振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を採用しております。 

７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

       同  左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約      

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

       同  左 

ヘッジ対象 

外貨建売掛金、外貨建買掛金 

ヘッジ対象 

       同  左 

(3）ヘッジ方針 

 為替変動リスクの減殺及びキャッシュ・フロー

の固定化を目的とし、デリバティブ取引の執行と

管理に関する権限・責任・実行方法等を定めた内

規に基づいて運用しております。 

(3）ヘッジ方針 

       同  左 

 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動額比率又は

キャッシュ・フロー総額変動額比率によって有効

性を評価し、６ヶ月毎に有効性の検証を実施して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

     同  左 

８．消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっており

ます。 

８．消費税等の会計処理方法 

同  左 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純利益は1,692百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は151,637百万円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しており

ます。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であり

ます。 



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 （原材料及び仕掛品の区分表示） 

 新原価管理システムの導入に伴い、より精緻なたな卸

資産の表示区分の把握が可能になったことにより、当期

よりたな卸資産の表示区分を変更しております。この変

更により、従来の方法によった場合と比べ、仕掛品が

2,201百万円減少し、原材料が2,201百万円増加しており

ます。 

────── 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割450百万円を販

売費及び一般管理費として処理しております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務   

(1) 建物 4,383百万円

機械及び装置 2,438百万円

工具器具備品 351百万円

土地 3,430百万円

は工場財団抵当として   

長期借入金 60百万円

１年以内返済予定の 

長期借入金 
299百万円

の担保に供しております。   

 建物及び構築物 5,128百万円

土地 923百万円

は抵当権として   

長期借入金 1,062百万円

１年以内返済予定の 

長期借入金 
310百万円

の担保に供しております。   

※１．担保資産及び担保付債務   

(1) 建物 4,788百万円

土地 923百万円

は抵当権として   

長期借入金 762百万円

１年以内返済予定の 

長期借入金 
300百万円

の担保に供しております。   

(2）長期借入金151百万円及び１年以内返済予定の

長期借入金269百万円の合計420百万円は、物件担

保留保条項が付されています。 

(2）長期借入金71百万円及び１年以内返済予定の長

期借入金79百万円の合計151百万円は、未特定物

件担保留保条項が付されています。 

※２．関係会社に係る注記 

 区分掲記された以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは、次のとおりであります。 

※２．関係会社に係る注記 

 区分掲記された以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは、次のとおりであります。 

（資産の部）   

売掛金 5,822百万円

その他関係会社に対する資

産合計 
2,451百万円

（負債の部）   

買掛金 7,832百万円

その他関係会社に対する負

債合計 
3,299百万円

（資産の部）   

売掛金 5,014百万円

その他関係会社に対する資

産合計 
2,915百万円

（負債の部）   

買掛金 6,655百万円

その他関係会社に対する負

債合計 
2,358百万円

※３．授権株式数及び発行済株式総数 

 授権株式数   普通株式 600,000,000株  

 発行済株式総数 普通株式 448,461,242株  

※３．       ────── 

※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式560,770 

株であります。 

※４．       ────── 

 ５．偶発債務 

 従業員住宅資金借入金につき債務保証を行ってお

ります。 

 ５．偶発債務 

 従業員住宅資金借入金につき債務保証を行ってお

ります。 

従業員住宅資金借入金 1,052百万円 従業員住宅資金借入金 851百万円 

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※６．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は次のとおりであります。 

※６．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は次のとおりであります。 

受取手形 358百万円 受取手形 363百万円 

 ７．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価 

を付したことにより増加した純資産額は1,867百万円 

であります。 

 ７．       ────── 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．関係会社との主な取引 ※１．関係会社との主な取引 

原材料仕入高等 86,856百万円 原材料仕入高等 75,993百万円 

※２．販売費及び一般管理費 

  このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

※２．販売費及び一般管理費 

  このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

梱包・運送費 2,725百万円 

業務委託料 2,886百万円 

従業員給料手当 7,970百万円 

賞与引当金繰入額 687百万円 

退職給付費用 793百万円 

退職慰労金引当金繰入額 30百万円 

法定福利費 1,458百万円 

減価償却費 1,207百万円 

梱包・運送費 3,141百万円 

業務委託料 2,950百万円 

従業員給料手当 9,095百万円 

賞与引当金繰入額 674百万円 

退職給付費用 210百万円 

退職慰労金引当金繰入額 32百万円 

法定福利費 1,295百万円 

減価償却費 873百万円 

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約 

47％であります。 

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

62％であります。 

※３．一般管理費に含まれている研究開発費用は、3,440

百万円であります。 

※３．一般管理費に含まれている研究開発費用は、2,989

百万円であります。 

※４．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。 ※４．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

土地等 1,782百万円 

機械及び装置等 96百万円 

 計 1,878百万円 

土地 2,894百万円 

機械及び装置等 8百万円 

 計 2,902百万円 

 



前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※５．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。 ※５．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。

(1) 売却損 

建物除却損 175百万円 

機械及び装置除却損 315百万円 

工具器具備品除却損 72百万円 

土地 468百万円 

その他 8百万円 

 計 1,041百万円 

(2) 除却損 

機械及び装置 5百万円 

工具器具備品等 6百万円 

 計 12百万円 

建物 53百万円 

構築物 4百万円 

機械及び装置 564百万円 

工具器具備品等 58百万円 

 計 681百万円 

※６．       ────── ※６．減損損失 

(1) 当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

 
場所 用途 種類 

むさし工場 

（埼玉県比企郡） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
建物、機械装置等

東松山第二工場等 

（埼玉県東松山市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
機械装置等 

岡崎工場 

（愛知県岡崎市） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
建物、機械装置等

広島工場 

（広島県安芸郡） 

アクチュエーショ

ン製品製造設備等 
建物、機械装置等

 (2) 減損損失の認識に至った経緯 

 乗用車用ブレーキシステム関連事業の内、アクチュエ

ーション部門は、継続的に営業損失を計上しており、か

つ将来キャッシュ・フローの見積り総額が資産グループ

の帳簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（1,692百万円）として

特別損失に計上しました。その内訳は、建物592百万

円、機械装置562百万円、リース資産110百万円及びその

他428百万円であります。 

(3) 資産のグルーピングの方法 

 当社は管理会計上の区分を考慮して資産グループを決

定しております。 

(4) 回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額は正味売却価額によって測定しており、

主要な建物及び土地については不動産鑑定士による鑑定

評価額等、その他の資産については固定資産税評価額に

基づき評価しております。 

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加99,977株は、単元未満株式の買取請求による増加であり、減少3,938株は、単

元未満株式の売渡請求による減少であります。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※７．事業構造改革引当金繰入額は、経営資源の効率化

を目的とした事業構造改革の実施に伴い発生する損

失であり、その内容は以下のとおりであります。 

工場の移設・売却に伴う損失 2,182百万円 

特別退職金 1,817百万円 

子会社の事業移管に伴う損失 705百万円 

※７．事業構造改革引当金繰入額は、経営資源の効率化

を目的とした事業構造改革の実施に伴い発生する損

失であり、その内容は以下のとおりであります。 

工場の移設・売却に伴う損失 160百万円 

※８．環境浄化損失は、工場用地において確認された有

害物質の除去及び廃棄に要する費用の見込額を計上

しております。 

※８．       ────── 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加 
株式数 （株） 

当事業年度減少 
株式数 （株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 （注） 560,770 99,977 3,938 656,809 

合計 560,770 99,977 3,938 656,809 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 2,625 2,243 382 

工具器具備品 4,596 2,238 2,357 

ソフトウェア 23 15 8 

合計 7,246 4,497 2,748 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 1,143 1,005 － 137 

工具器具備品 4,661 2,429 105 2,126 

ソフトウェア 23 20 0 3 

合計 5,828 3,454 106 2,267 

（注） 一部のリース取引に係る取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高（リース料総額から、利息

相当額を控除して取得価額相当額を算定している

リース取引に係るものを除く）が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

（注）       同  左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,479百万円 

１年超 1,548百万円 

 合計 3,027百万円 

１年内 1,236百万円 

１年超 1,191百万円 

 合計 2,427百万円 

リース資産減損勘定の残高 53百万円 

（注） 一部のリース取引に係る未経過リース料期末残

高相当額は未経過リース料期末残高（利息相当額

を控除して未経過リース料期末残高相当額を算定

しているリース取引に係るものを除く）が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

（注）       同  左 

 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,597百万円 

減価償却費相当額 1,520百万円 

支払利息相当額 65百万円 

支払リース料 1,814百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 56百万円 

減価償却費相当額 1,735百万円 

支払利息相当額 70百万円 

減損損失 110百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっています。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同  左 

 



（有価証券関係） 

前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

 該当する取引はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 

同  左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

前事業年度（平成17年12月31日現在） 当事業年度（平成18年12月31日現在） 

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,174百万円 

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
852百万円 

事業構造改革引当金否認 2,721百万円 

製品保証引当金損金算入限度超

過額 
6,357百万円 

関係会社株式評価損否認 2,842百万円 

投資有価証券評価損否認 197百万円 

退職給付信託の年金資産 7,476百万円 

減価償却超過額 1,436百万円 

有形固定資産評価損否認 333百万円 

未払事業税否認 775百万円 

その他 1,698百万円 

繰延税金資産小計 25,865百万円 

評価性引当額 △2,342百万円 

繰延税金資産合計 23,523百万円 

   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △1,158百万円 

その他有価証券評価差額金 △1,218百万円 

その他 △14百万円 

繰延税金負債合計 △2,391百万円 

繰延税金資産・負債の純額 21,131百万円 

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,197百万円 

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
1,100百万円 

事業構造改革引当金否認 1,290百万円 

製品保証引当金損金算入限度超

過額 
4,865百万円 

関係会社株式評価損否認 2,858百万円 

退職給付信託の年金資産 4,611百万円 

減価償却超過額 1,242百万円 

有形固定資産評価損否認 317百万円 

未払事業税否認 478百万円 

環境対策引当金損金算入限度超

過額 
852百万円 

減損損失否認 680百万円 

開発費原価否認 698百万円 

その他 1,900百万円 

繰延税金資産小計 22,095百万円 

評価性引当額 △2,607百万円 

繰延税金資産合計 19,487百万円 

   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △266百万円 

その他有価証券評価差額金 △1,336百万円 

その他 △42百万円 

繰延税金負債合計 △1,645百万円 

繰延税金資産・負債の純額 17,842百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳 

法定実効税率 40.0％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.3％ 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.3％ 

住民税均等割等 0.2％ 

評価性引当額 △13.8％ 

試験研究費等税額控除額 △2.7％ 

その他 1.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.8％ 

法定実効税率 40.0％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.3％ 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.2％ 

住民税均等割等 0.1％ 

評価性引当額 0.6％ 

試験研究費等税額控除額 △2.1％ 

その他 0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.8％ 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり当期純利益金額 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 305.63円 

１株当たり当期純利益金額 48.67円 

１株当たり純資産額 338.62円 

１株当たり当期純利益金額 42.73円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前事業年度末 

  （平成17年12月31日） 
当事業年度末 

 （平成18年12月31日） 

 貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  － 151,637 

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た

り純資産額の算定に用いられた普通株式に係

る事業年度末の純資産額との差額（百万円） 

 － － 

普通株式に係る純資産額（百万円）  － 151,637 

普通株式の発行済株式数（株）  － 448,461,242 

普通株式の自己株式数（株）  － 656,809 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株） 
－ 447,804,433 

 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当期純利益（百万円） 21,217 19,136 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (30) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 21,187 19,136 

期中平均株式数（株） 435,304,288 447,860,093 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  銘柄  株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

日産自動車株式会社 1,841,855 2,639 

日野自動車株式会社 1,798,353 1,100 

野村ホールディングス株式会社 142,287 319 

スズキ株式会社 87,000 292 

株式会社クボタ 173,000 190 

その他 762,987 264 

計 4,805,482 4,806 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額の主な内訳は下記のとおりであります。 

     機械及び装置    コモンレール式燃料噴射装置製造設備       1,485百万円 

               コンベンショナル型燃料噴射装置製造設備      981百万円 

               ディーゼル用コントロールユニット製造設備     921百万円 

    ２．当期減少額の主な内訳は下記のとおりであります。 

     土地        東広島工場跡地売却                    337百万円 

３．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

    ４．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 63,977 760 
1,485 

(592) 
63,252 43,562 1,835 19,690 

構築物 12,268 144 
203 

(59) 
12,209 9,309 355 2,899 

機械及び装置 130,459 6,215 
9,066 

(562) 
127,608 99,378 5,978 28,229 

車両運搬具 477 64 
53 

(5) 
489 357 44 132 

工具器具備品 16,000 969 
1,433 

(336) 
15,537 13,427 852 2,109 

土地 13,398 － 
411 

(－) 
12,986 － － 12,986 

建設仮勘定 2,081 1,836 
1,588 

(4) 
2,329 － － 2,329 

有形固定資産計 238,664 9,990 
14,242 

(1,560) 
234,412 166,034 9,066 68,377 

無形固定資産        

施設利用権 － － － 155 130 4 25 

特許権等 － － － 2,382 1,780 230 602 

ソフトウェア － － － 2,195 1,594 379 601 

無形固定資産計 － － － 4,734 3,505 614 1,228 

長期前払費用 1 － － 1 0 0 0 



【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は以下のとおりであります。 

      洗替による戻入額                          56百万円 

      対象会社の財政状態が改善されたことによる戻入額           56百万円 

      債権回収による戻入額                         9百万円 

 ２．製品保証引当金の「当期減少額（その他）」はクレーム発生見込額の見直しによるものであります。 

 ３．事業構造改革引当金の「当期減少額（その他）」は以下のとおりであります。 

      特別退職金の見直しによる戻入額                  491百万円 

      子会社の事業移管に伴う損失の見込み見直しによる戻入額        66百万円 

      サイトコンセプト見直しによる戻入額               1,030百万円 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 380 17 1 121 274 

製品保証引当金 15,885 1,615 4,059 1,282 12,158 

賞与引当金 2,934 2,992 2,934 － 2,992 

事業構造改革引当金 6,799 160 2,147 1,587 3,225 

環境対策引当金 － 2,411 280 － 2,131 

退職慰労金引当金 131 33 25 － 138 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

(ロ）受取手形 

ａ．相手先別内訳 

ｂ．期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 9 

預金の種類  

当座預金 212 

普通預金 380 

小計 592 

合計 601 

相手先 金額（百万円） 

コマツカミンズエンジン㈱ 904 

ナイルス㈱ 154 

㈱井関松山製造所 97 

㈱ヤナセ 88 

丸北商事㈱ 84 

その他 382 

合計 1,712 

期日別 金額（百万円） 

平成19年１月 526 

  〃  ２月 544 

  〃  ３月 542 

  〃  ４月 97 

  〃  ５月 2 

  〃  ６月以降 － 

合計 1,712 



(ハ）売掛金 

ａ．相手先別内訳 

ｂ．売掛金滞留状況 

 （注） 上記金額には、消費税等を含んでおります。 

相手先 金額（百万円） 

ジャトコ㈱ 4,949 

三菱ふそうトラック・バス㈱ 4,579 

日産自動車㈱ 4,069 

ロバートボッシュゲーエムベーハー  3,281 

㈱クボタ 3,054 

その他 38,822 

合計 58,757 

(A） 
前期繰越高 
（百万円） 

(B） 
当期発生高 
（百万円） 

(C） 
当期回収高 
（百万円） 

(D） 
次期繰越高 
（百万円） 

(E） 
回収率
（％）

C 
───
A＋B 

×100 
(F) 
滞留状況 
（月） 

D 
─── 
B / 12 

         

61,522 337,994 340,759 58,757 85.3％ 2.1 



(ニ）たな卸資産 

(ホ）関係会社短期貸付金 

科目 種類 
金額 

（百万円） 
 科目 種類 

金額 
（百万円） 

商品 

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業 

35  

原材料 

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業 

3,231 

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業 
4  

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業 
2,887 

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業 

3,152  

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業 

1,000 

・その他 3,411  ・その他 2,699 

合計 6,604  合計 9,819 

製品 

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業 

1,080  

仕掛品 

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業 

1,016 

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業 
1,773  

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業 
13 

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業 

759  

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業 

106 

・その他 2,672  ・その他  306 

合計 6,285  合計 1,442 

半製品 

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業 

2,034  

貯蔵品 

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業 

599 

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業 
1,690  

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業 
42 

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業 

89  

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業 

0 

・その他 58  ・その他 － 

合計 3,873   合計 642 

区分 金額（百万円） 

ロバートボッシュゲーエムベーハー   31,551 

㈱東京鋳造所 2,300 

㈱エフエイニイガタ 798 

㈱テクノス 173 

群馬精機㈱ 166 

その他 219 

合計 35,209 



② 流動負債 

(イ）支払手形 

ａ．相手先別内訳 

ｂ．期日別内訳 

相手先 金額（百万円） 

松下制御機器㈱ 252 

ＮＯＫ㈱ 230 

㈱正木製作所 181 

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 148 

三昌商事㈱ 107 

その他 1,379 

合計 2,299 

期日別 金額（百万円） 

平成19年１月 567 

〃  ２月 533 

〃  ３月 557 

〃  ４月 491 

〃  ５月 150 

合計 2,299 



(ロ）設備関係支払手形 

ａ．相手先別内訳 

ｂ．期日別内訳 

(ハ）買掛金 

 （注） みずほ信託銀行㈱に対する買掛金残高は、当社の一部仕入先に対する支払業務を同社に委託しており、当該

仕入先が当社に対する売上債権を同社に債権譲渡した結果発生したものであります。 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱牧野フライス製作所 93 

アルメックスＰＥ㈱ 10 

パナソニックＦＳエンジニアリング㈱ 9 

㈱セノワ 9 

三光合成㈱ 8 

その他 54 

合計 185 

期日別 金額（百万円） 

平成19年１月 37 

〃  ２月 21 

〃  ３月 98 

〃  ４月 8 

〃  ５月 18 

合計 185 

相手先 金額（百万円） 

みずほ信託銀行㈱ 12,927 

ロバートボッシュゲーエムベーハー  4,289 

ファンドールネストランスミシーベーヴェー 1,882 

シャープ㈱ 1,267 

㈱フジアイタック 918 

その他 11,261 

合計 32,548 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 １月１日から１２月３１日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 １２月３１日 

株券の種類 
１株券 10株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券 100,000株券 

1,000株券未満の単一株券 

剰余金の配当の基準日 
 ６月３０日 

１２月３１日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき５０円の他印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

本会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告によることができな

い事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行

う。 

なお、電子公告は当社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のと

おりです。 

 http://www.bosch.co.jp/jp/rbjp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】  

(1)親会社等の名称 

ロバートボッシュゲーエムベーハー（Robert Bosch GmbH） 

(2)所有者別状況、出資の状況、役員の状況 

 当社の親会社等に係る所有者別状況、出資の状況、役員の状況の記載に代え、当該書類を当報告書に添付してお

ります。 

(3)貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書等 

 当社の親会社等に係る貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書の記載に代え、ロバートボッシュゲ

ーエムベーハーの2005年度の貸借対照表、損益計算書及びアニュアルレポートを当報告書に添付しております。ま

た、会計監査人の監査報告書はアニュアルレポートのAudit Opinionに記載しております。 

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第98期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月31日関東財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

 （第99期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月25日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

ボ ッ シ ュ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているボッシュ株式会社の

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッシュ株式会

社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 井 義 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 茂 夫 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成19年３月28日 

ボッシュ株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 目黒 高三 

 業務執行社員  公認会計士 田邊 晴康 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているボッシ

ュ株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッ

シュ株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産

の減損に係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

ボ ッ シ ュ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているボッシュ株式会社の

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第９８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッシュ株式会社の

平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 井 義 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 茂 夫 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成19年３月28日 

ボッシュ株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 目黒 高三 

 業務執行社員  公認会計士 田邊 晴康 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているボッシ

ュ株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第99期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッシュ

株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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